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(57)【要約】
　スペクトル変換システムは、信号入力、信号出力、及
び調整可能な第1の経路の信号スケーリングブロックを
有する第1の経路を備える。第2の経路は、信号入力と信
号出力との間のフォワード経路に接続される。第2の経
路は、調整可能な遅延要素及び調整可能な第2の経路の
信号スケーリングブロックを有する。検出器は、出力信
号の特性を検出するために信号出力に接続される。コン
トローラは、所望の出力信号を得るために検出器によっ
て検出される特性に基づき遅延素子、第2の経路の信号
スケーリングブロック、及び第1の経路の信号スケーリ
ングブロックを調整するように接続される。
【選択図】図10
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　モノリシック集積回路であって、
　電気信号を受信するための入力と、
　該フィルタリングされていない信号を受信するための信号入力、信号出力、及び調整可
能な第1の経路の信号スケーリングブロックを有する第1の経路と、
　該信号入力と該信号出力との間の第1の経路に接続され、調整可能な遅延素子及び調整
可能な第2の経路の信号スケーリングブロックを有する、第2の経路と、
　該第1の経路内に配置され、第2の経路の入力と該第1の経路に接続された第2の経路の出
力との間に接続された、固定利得ブロックとを備え、
　該モノリシック集積回路は、
　　出力信号の特性を検出するために該信号出力に接続された検出器と、
　　フロントエンド回路の該フィルタリング及び増幅特性を制御するために該検出器によ
って検出される該特性に基づき該遅延素子、該第2の経路の信号スケーリングブロック、
及び該第1の経路の信号スケーリングブロックを調整するように接続されたコントローラ
と通信するように構成される、前記モノリシック集積回路。
【請求項２】
　携帯電話であって、
　送信/受信スイッチと、
　サブサンプリングアナログ/デジタルコンバータと、
　フィルタリングされていない信号をフィルタリングし、増幅するために、該送信/受信
スイッチと該サブサンプリングアナログ/デジタルコンバータとの間に結合されたフロン
トエンド回路であって、該フロントエンド回路が本質的に、
　　再生フィードバック回路からなり、該再生フィードバック回路が
　　　固定利得ブロックと、
　　　入力減衰制御部と、
　　　ループ利得制御部と、
　　　ループ遅延部と、
　　　該フロントエンド回路の前記フィルタリング及び増幅特性を制御するために検出器
によって測定された特性に基づき該入力減衰制御部、該ループ利得制御部、及び該ループ
遅延部を調整するように接続されたコントローラとを備える、該フロントエンド回路とを
備え、
　　少なくとも該入力減衰制御部、該ループ利得制御部、及び該ループ遅延部が、該固定
利得ブロックと同じモノリシック集積回路上に配置される、前記携帯電話。
【請求項３】
　電気信号を処理するための装置であって、
　フィルタリングされていない信号を受信するための信号入力、信号出力、及び調整可能
な第1の経路の信号スケーリングブロックを有する第1の経路と、
　該信号入力と該信号出力との間の該第1の経路に接続され、調整可能な遅延要素及び調
整可能な第2の経路の信号スケーリングブロックを有する、第2の経路と、
　該第1の経路内に配置され、第2の経路の入力と該第1の経路に接続された第2の経路の出
力との間に接続された、固定利得ブロックと、
　出力信号の特性を検出するために該信号出力に接続された検出器と、
　フロントエンド回路の前記フィルタリング及び増幅特性を制御するために該検出器によ
って検出される該特性に基づき前記遅延又は位相シフト要素、該第2の経路の信号スケー
リングブロック、及び該第1の経路の信号スケーリングブロックを調整するように接続さ
れたコントローラとから本質的になる該フロントエンド回路を備え、
　少なくとも該遅延要素、該第2の経路の信号スケーリングブロック、及び該第1の経路の
スケーリングブロックは、該固定利得ブロックと同じモノリシック集積回路上に配置され
る、前記装置。
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【請求項４】
　前記装置が、携帯電話、GNSS受信機、ワイヤレスデバイス、ワイヤレスセンサー、モノ
リシック集積化受信機回路、モノリシック集積化送信機回路、及びモノリシック集積化ト
ランシーバ回路のうちの少なくとも1つである、請求項3記載の装置。
【請求項５】
　送信/受信スイッチをさらに備え、前記フロントエンド回路が、該送信/受信スイッチに
接続される、請求項3記載の装置。
【請求項６】
　前記再生フィードバック回路の前記第1の経路又は前記第2の経路のうちの少なくとも一
方が、前記再生回路に接続された共振器をさらに備える、請求項3記載の装置。
【請求項７】
　送信のため電気信号を増幅することを目的として、前記フロントエンド回路の前記出力
の少なくとも1つに、又は前記フロントエンド回路の前記第1の経路内で、接続されている
電力増幅器をさらに備える、請求項3記載の装置。
【請求項８】
　前記電気信号が、デジタル情報とともに符号化される、請求項3記載の装置。
【請求項９】
　前記フィルタリング及び増幅特性が、前記フロントエンドの前記利得並びに入力信号を
フィルタリングするために選択された前記帯域幅及び中心周波数を含む、請求項3記載の
装置。
【請求項１０】
　前記第2の経路が、フィードバック経路である、請求項3記載の装置。
【請求項１１】
　対応するフィードバック経路に接続された複数の第1の経路をさらに備え、該第1の経路
が前記信号入力と前記信号出力との間に並列に接続される、請求項3記載の装置。
【請求項１２】
　前記複数の第1の経路のうちの1つ以上が、
　前記フィードバック経路から上流にある前記第1の経路に接続されているフィードフォ
ワード経路及び前記フィードバック経路から下流にある前記第1の経路に接続されている
出力と、
　該フィードフォワード経路の入力と前記フィードバックループの出力との間に接続され
ている第1の経路の遅延若しくは位相シフト要素であって、該第1の経路の遅延若しくは位
相シフト要素が調整可能であり前記コントローラに接続され、前記コントローラが該第1
の経路の遅延若しくは位相シフト要素を調整し所望の信号出力が得られるように接続され
ている、該第1の経路の遅延若しくは位相シフト要素とをさらに備える、請求項3記載の装
置。
【請求項１３】
　前記第2の経路の前記信号出力が、信号コンバイナを備える、請求項3記載の装置。
【請求項１４】
　前記第2の経路が、フィードフォワード経路である、請求項3記載の装置。
【請求項１５】
　対応するフィードフォワード経路に接続された複数の第1の経路を備え、該第1の経路が
前記信号入力と前記信号出力との間に直列に接続される、請求項3記載の装置。
【請求項１６】
　前記第2の経路が、フィードバック経路とフィードフォワード経路構成との間の切り替
えのためのスイッチを備える、請求項3記載の装置。
【請求項１７】
　前記コントローラが、所望の出力信号を維持するようにプログラムされたプロセッサで
ある、請求項3記載の装置。
【請求項１８】
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　前記検出器が、パワー検出器、スペクトラムアナライザ、又はこれらの組み合わせのう
ちの1つである、請求項3記載の装置。
【請求項１９】
　前記検出器が、前記信号の信号対雑音比を検出する、請求項3記載の装置。
【請求項２０】
　前記第1の経路の信号スケーリングブロックが、前記出力信号を正規化するために前記
コントローラによって調整される、請求項3記載の装置。
【請求項２１】
　前記第1の経路の信号スケーリングブロックが、結合係数を修正するブロックを備える
、請求項3記載の装置。
【請求項２２】
　前記第1の経路の利得ブロックが、第2の経路の入力と第2の経路の出力との間の前記第1
の経路に接続される、請求項3記載の装置。
【請求項２３】
　前記第1の経路の利得ブロックが、可変利得増幅器である、請求項3記載の装置。
【請求項２４】
　前記固定利得ブロックが、低雑音増幅器である、請求項3記載の装置。
【請求項２５】
　前記低雑音増幅器の入力のところに信号リミッターをさらに備える、請求項3記載の装
置。
【請求項２６】
　前記検出器が、信号プロセッサを備える、請求項3記載の装置。
【請求項２７】
　前記信号入力が、同軸ケーブルを介して受信される、請求項3記載の装置。
【請求項２８】
　前記信号入力が、アンテナを介して受信される、請求項3記載の装置。
【請求項２９】
　前記第2の経路が、フィードバック経路であり、前記フィードバック経路の出力が、前
記アンテナに接続される、請求項3記載の装置。
【請求項３０】
　アンテナ結合ブロックをさらに備える、請求項3記載の装置。
【請求項３１】
　前記第2の経路が、フィードバック経路であり、前記受信機が、
　該フィードバック経路から上流にある前記第1の経路からの入力及び該フィードバック
経路から下流にある前記第1の経路への出力とを有するフィードフォワード経路と、
　該フィードフォワード経路の該入力と該フィードバック経路の出力との間に接続され、
前記コントローラによって制御される、調整可能な経路遅延若しくは位相シフト要素とを
さらに備える、請求項3記載の装置。
【請求項３２】
　前記第2の経路が、少なくとも1つの指向性結合器によって前記第1の経路に接続される
、請求項3記載の装置。
【請求項３３】
　前記第2の経路の信号スケーリングブロックが、前記第1の経路と前記第2の経路との間
の前記結合係数を修正するブロックである、請求項3記載の装置。
【請求項３４】
　所定の周波数を発生する信号発生器と、
　該所定の周波数より高い周波数を抑制するフィードフォワード経路である第2の経路を
有する第1の第1の経路と、
　該所定の周波数より低い周波数を抑制するフィードフォワード経路である第2の経路を
有する第2の第1の経路とをさらに備え、
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　該第1及び第2の第1の経路が該信号発生器に直列に接続される、請求項3記載の装置。
【請求項３５】
　前記第2の経路の信号スケーリングブロックが、利得ブロックである、請求項3記載の装
置。
【請求項３６】
　前記信号入力のところのアップコンバージョン及びプレディストーション段と、
　第1の経路の入力と第1の経路の出力との間に接続された電力増幅器とをさらに備える、
請求項3記載の装置。
【請求項３７】
　前記検出器の上流で接続されたサブサンプリングADCをさらに備え、前記検出器が、信
号プロセッサを備える、請求項3記載の装置。
【請求項３８】
　並列に接続された複数の第2の経路をさらに備え、それぞれの第2の経路の前記遅延部が
前記発振器の出力の複数の高調波を除去するように間隔をあけて並ぶ、請求項3記載の装
置。
【請求項３９】
　前記調整可能な第1の経路のスケーリングブロックが、0～10dBの電圧制御減衰器からな
る、請求項3記載の装置。
【請求項４０】
　前記第2の経路のスケーリングブロックが、0～10dBの電圧制御減衰器からなる、請求項
3記載の装置。
【請求項４１】
　前記固定利得ブロックが、約30dBの利得を有する低雑音増幅器、1dB低雑音増幅器であ
る、請求項3記載の装置。
【請求項４２】
　前記ループ遅延部又は移相器が、約0～360度の位相能力を持つ電圧制御移相器である、
請求項3記載の装置。
【請求項４３】
　前記コントローラが、所望の信号出力を得るために前記入力減衰制御部、前記ループ利
得制御部、及び前記ループ遅延若しくは位相シフト部に対する設定を含むルックアップテ
ーブルを備える、請求項3記載の装置。
【請求項４４】
　前記ルックアップテーブル内の前記設定が、予め決定されている、請求項43記載の装置
。
【請求項４５】
　前記ルックアップテーブル内の前記設定が、適応更新方法を使用して調整される、請求
項43記載の装置。
【請求項４６】
　前記コントローラが、前記入力信号の所望の周波数における所望の利得及び選択性を得
るために、
　a.　前記再生フィードバック回路を通過する信号がないように前記入力減衰制御部を最
大値に設定し、
　b.　ルックアップテーブルを使用して前記ループ利得制御部及び遅延部若しくは移相器
を前記近接する所望の中心周波数及び帯域通過に調整し、
　c.　前記ループ利得制御部を、前記出力信号が発振をちょうど示し始める位置に調整し
、
　d.　前記所望の周波数がより正確なものとなるように前記遅延部若しくは移相器を調整
し、
　e.　前記BPFの前記通過帯域内の過剰雑音が無視できるくらいバックオフが十分である
場合に、前記発振が消失するまで前記ループ利得制御を大きくし、
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　f.　信号が前記システムに入りそこで前記再生フィードバックループを通じて増幅され
るように前記入力減衰制御を小さくし、
　g.　前記帯域幅の幅を測定するために前記所望の周波数の周りで掃引することによって
生成される前記出力信号の前記帯域幅を監視する、請求項3記載の装置。
【請求項４７】
　モノリシック集積回路であって、
　フィルタリングされていない、増幅されていない信号を受信するための入力と、
　前記入力信号のフィルタリングされ、増幅されたバージョンを出力するための出力とを
備え、
　該モノリシック集積回路は、500より大きいQ値を持つ帯域通過周波数応答を示し、前記
帯域通過フィルタの前記中心周波数は、局部発振器を除いて所定の範囲内の複数の周波数
に調整することができる、前記モノリシック集積回路。
【請求項４８】
　装置であって、
　フロントエンド回路を備え、
　該フロントエンド回路は、モノリシック集積回路内に実装される、前記装置。
【請求項４９】
　装置であって、
　フロントエンド回路を備え、
　該フロントエンド回路が、セラミックフィルタ又はSAWを除いて実装される、前記装置
。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
(関連出願の相互参照)
　本出願は、2010年2月16日に出願した米国仮出願第61/282,463号及び2010年9月16日に出
願した米国仮出願第61/344,702号の優先権の利益を主張するものである。前記関連出願は
、すべて引用により本明細書中に組み込まれている。
【０００２】
(分野)
　本開示は、例えば、電気システム内の帯域通過又は帯域消去フィルタとして使用され得
るスペクトル変換システム、並びにそのようなシステムの使用及び製造に関係する方法に
関するものである。
【背景技術】
【０００３】
(背景)
　信号の増幅度を高めるために、数十年間、いくつかの種類の再生フィードバック回路が
使用されてきた。このような回路の一例が、真空管及びフィードバックインダクタを使用
してフィードバックループを形成する、米国特許第1,907,653号(Muth)、名称「短波受信
機(Short Wave Receiver)」において開示されている。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００４】
(要旨)
　いくつかの実施態様は、モノリシック集積回路内に実装され得る、フロントエンド回路
を備える装置に関するものである。
【０００５】
　いくつかの実施態様は、セラミックフィルタ又はSAWフィルタを除いて実装され得るフ
ロントエンド回路を備える装置に関するものである。
【０００６】
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　いくつかの実施態様は、フロントエンド回路を備える電気信号を処理するための装置に
関するものであり、このフロントエンド回路は本質的に、フィルタリングされていない信
号を受信するための信号入力、信号出力、及び調整可能な第1の経路の信号スケーリング
ブロックを有する第1の経路と、信号入力と信号出力との間の第1の経路に接続され、調整
可能な遅延要素及び調整可能な第2の経路の信号スケーリングブロックを有する、第2の経
路と、第1の経路内に配置され、第2の経路の入力と第1の経路に接続された第2の経路の出
力との間に接続された、固定利得ブロックと、出力信号の特性を検出するために信号出力
に接続された検出器と、フロントエンド回路のフィルタリング及び増幅特性を制御するた
めに検出器によって検出される特性に基づき遅延又は位相シフト要素、第2の経路の信号
スケーリングブロック、及び第1の経路の信号スケーリングブロックを調整するように接
続されたコントローラとからなる。いくつかの実施態様では、少なくとも遅延要素、第2
の経路の信号スケーリングブロック、及び第1の経路の信号スケーリングブロックは、固
定利得ブロックと同じモノリシック集積回路上に配置される。
【０００７】
　いくつかの実施態様は、モノリシック集積回路に関するものであり、このモノリシック
集積回路は電気信号を受信するための入力と、フィルタリングされていない信号を受信す
るための信号入力、信号出力、及び調整可能な第1の経路の信号スケーリングブロックを
有する第1の経路と、信号入力と信号出力との間の第1の経路に接続され、調整可能な遅延
要素及び調整可能な第2の経路の信号スケーリングブロックを有する、第2の経路と、第1
の経路内に配置され、第2の経路の入力と第1の経路に接続された第2の経路の出力との間
に接続された、固定利得ブロックとを備える。いくつかの実施態様では、モノリシック集
積回路は、出力信号の特性を検出するために信号出力に接続された検出器、並びにフロン
トエンド回路のフィルタリング及び増幅特性を制御するために検出器によって検出される
特性に基づき遅延要素、第2の経路の信号スケーリングブロック、及び第1の経路の信号ス
ケーリングブロックを調整するように接続されたコントローラと通信するように構成され
得る。
【０００８】
　いくつかの実施態様は、モノリシック集積回路上に実装されたトランシーバに関するも
のであり、このモノリシック集積回路は電気信号を受信するための入力と、フィルタリン
グされていない信号を受信するための信号入力、信号出力、及び調整可能な第1の経路の
信号スケーリングブロックを有する第1の経路と、信号入力と信号出力との間の第1の経路
に接続され、調整可能な遅延要素及び調整可能な第2の経路の信号スケーリングブロック
を有する、第2の経路と、第1の経路内に配置され、第2の経路の入力と第1の経路に接続さ
れた第2の経路の出力との間に接続された、固定利得ブロックとを備える。いくつかの実
施態様では、モノリシック集積回路は、出力信号の特性を検出するために信号出力に接続
された検出器、並びにフロントエンド回路のフィルタリング及び増幅特性を制御するため
に検出器によって検出される特性に基づき遅延要素、第2の経路の信号スケーリングブロ
ック、及び第1の経路の信号スケーリングブロックを調整するように接続されたコントロ
ーラと通信するように構成され得る。
【０００９】
　いくつかの実施態様は、第1のモノリシック集積回路を備える半導体チップセットに関
するものであり、第1のモノリシック集積回路はフィルタリングされていない信号を受信
するための入力と、フィルタリングされていない信号を受信するための信号入力、信号出
力、及び調整可能な第1の経路の信号スケーリングブロックを有する第1の経路と、信号入
力と信号出力との間の第1の経路に接続され、調整可能な遅延要素及び調整可能な第2の経
路の信号スケーリングブロックを有する、第2の経路と、第1の経路内に配置され、第2の
経路の入力と第1の経路に接続された第2の経路の出力との間に接続された、固定利得ブロ
ックとを備える。このチップセットは、第2のモノリシック集積回路をさらに備え、この
第2のモノリシック集積回路は出力信号の特性を検出するために信号出力に接続された検
出器、並びにフロントエンド回路のフィルタリング及び増幅特性を制御するために検出器
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によって検出される特性に基づき遅延要素、第2の経路の信号スケーリングブロック、及
び第1の経路の信号スケーリングブロックを調整するように接続されたコントローラを備
える。
【００１０】
　いくつかの実施態様は、再生フィードバック回路を安定化するための方法に関するもの
であり、この方法は固定利得ブロックを備える再生フィードバック回路を制御するための
コントローラ、入力減衰制御部、ループ利得制御部、及びループ遅延部を構成することを
含む。いくつかの実施態様では、コントローラは、回路のフィルタリング及び増幅特性を
連続的に監視し制御するために検出器によって測定された特性に基づき入力減衰制御部、
ループ利得制御部、及びループ遅延部を調整するように接続され得る。
【００１１】
　いくつかの実施態様は、再生フィードバック回路を備えるフロントエンド回路を構成す
ることを含むより低コストの電子デバイスを製造する方法に関するものであり、この再生
フィードバック回路は固定利得ブロックと、入力減衰制御部と、ループ利得制御部と、ル
ープ遅延部と、フロントエンド回路のフィルタリング及び増幅特性を制御するために検出
器によって測定された特性に基づき入力減衰制御部、ループ利得制御部、及びループ遅延
部を調整するように接続されたコントローラとを備える。いくつかの実施態様では、少な
くとも入力減衰制御部、ループ利得制御部、及びループ遅延部が、固定利得ブロックと同
じモノリシック集積回路上に配置される。
【００１２】
　いくつかの実施態様は、フィルタリングされていない信号をフィルタリングし、増幅す
るためのモノリシック集積回路を製造することを含む単一のモノリシック集積回路上にフ
ロントエンド回路を形成するための方法に関するものであり、このモノリシック集積回路
はフィルタリングされていない信号を受信するための入力と、フィルタリングされていな
い信号を受信するための信号入力、信号出力、及び調整可能な第1の経路の信号スケーリ
ングブロックを有する第1の経路と、信号入力と信号出力との間の第1の経路に接続され、
調整可能な遅延要素及び調整可能な第2の経路の信号スケーリングブロックを有する、第2
の経路と、第1の経路内に配置され、第2の経路の入力と第1の経路に接続された第2の経路
の出力との間に接続された、固定利得ブロックとを備える。いくつかの実施態様では、モ
ノリシック集積回路は、出力信号の特性を検出するために信号出力に接続された検出器、
並びにフロントエンド回路のフィルタリング及び増幅特性を制御するために検出器によっ
て検出される特性に基づき遅延要素、第2の経路の信号スケーリングブロック、及び第1の
経路の信号スケーリングブロックを調整するように接続されたコントローラを備える。
【００１３】
　いくつかの実施態様は、フィルタリングされていない信号をフィルタリングし、増幅す
るためのモノリシック集積回路を製造することを含む電子デバイスを製造するための方法
に関するものであり、このモノリシック集積回路はフィルタリングされていない信号を受
信するための入力と、フィルタリングされていない信号を受信するための信号入力、信号
出力、及び調整可能な第1の経路の信号スケーリングブロックを有する第1の経路と、信号
入力と信号出力との間の第1の経路に接続され、調整可能な遅延要素及び調整可能な第2の
経路の信号スケーリングブロックを有する、第2の経路と、第1の経路内に配置され、第2
の経路の入力と第1の経路に接続された第2の経路の出力との間に接続された、固定利得ブ
ロックとを備える。いくつかの実施態様では、モノリシック集積回路は、出力信号の特性
を検出するために信号出力に接続された検出器、並びに電子デバイスのフィルタリング及
び増幅特性を制御するために検出器によって検出される特性に基づき遅延要素、第2の経
路の信号スケーリングブロック、及び第1の経路の信号スケーリングブロックを調整する
ように接続されたコントローラを備える。いくつかの実施態様では、この方法は、モノリ
シック集積回路を入力に直接結合することをさらに含む。
【００１４】
　いくつかの実施態様は、モノリシック集積基板上に配置されている再生フィードバック
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回路を使用し、入力電気信号を処理して所望の周波数で所望の利得及び選択性を得るため
の方法に関するものである。いくつかの実施態様では、再生フィードバック回路は、固定
利得ブロックと、入力減衰制御部と、ループ利得制御部と、ループ遅延部又は位相シフト
部と、フィルタリング及び増幅特性を制御するために検出器によって測定された特性に基
づき入力減衰制御部、ループ利得制御部、及びループ遅延部を調整するように接続された
コントローラとを備える。いくつかの実施態様では、この方法は、再生フィードバック回
路を通過する信号がないように入力減衰制御部を最大値に設定することと、ルックアップ
テーブルを使用してループ利得制御部及び遅延部を近接する所望の中心周波数及び帯域通
過に調整することと、ループ利得制御部を、出力信号が発振をちょうど示し始める位置に
調整することと、中心周波数がより正確なものとなるように遅延部若しくは移相器を調整
することと、発振が消失するまでループ利得制御を大きくし、その際に、BPFの通過帯域
内の過剰雑音が無視できるくらいバックオフが十分であることと、信号がシステムに入り
そこで再生フィードバックループを通じて増幅されるように入力減衰制御を小さくするこ
とと、帯域幅の幅を測定するために中心周波数の周りで掃引することによって生成される
出力信号の帯域幅を監視することとを含む。
【００１５】
　いくつかの実施態様は、携帯電話に関するものであり、この携帯電話は送信/受信スイ
ッチと、サブサンプリングアナログ/デジタルコンバータと、フィルタリングされていな
い信号をフィルタリングし、増幅するために、送信/受信スイッチとサブサンプリングア
ナログ/デジタルコンバータとの間に結合されたフロントエンド回路とを備える。いくつ
かの実施態様では、フロントエンド回路は、セラミックフィルタ又はSAWフィルタを除い
て実装され得る再生フィードバック回路から本質的になる。
【００１６】
　いくつかの実施態様は、携帯電話に関するものであり、この携帯電話は送信/受信スイ
ッチと、サブサンプリングアナログ/デジタルコンバータと、フィルタリングされていな
い信号をフィルタリングし、増幅するために、送信/受信スイッチとサブサンプリングア
ナログ/デジタルコンバータとの間に結合されたフロントエンド回路とを備える。いくつ
かの実施態様では、フロントエンド回路は、モノリシック集積回路内に実装され得る再生
フィードバック回路から本質的になる。
【００１７】
　いくつかの実施態様は、携帯電話に関するものであり、この携帯電話は電力増幅器と、
帯域雑音をフィルタで除去するための、フロントエンド回路とを備える。いくつかの実施
態様では、フロントエンド回路は、再生フィードバック回路から本質的になり、電力増幅
器及びフロントエンド回路は、モノリシック集積回路内に実装される。
【００１８】
　いくつかの実施態様は、携帯電話に関するものであり、この携帯電話は送信/受信スイ
ッチと、サブサンプリングアナログ/デジタルコンバータと、フィルタリングされていな
い信号をフィルタリングし、増幅するために、送信/受信スイッチとサブサンプリングア
ナログ/デジタルコンバータとの間に結合されたフロントエンド回路とを備える。いくつ
かの実施態様では、フロントエンド回路は、再生フィードバック回路から本質的になり、
この再生フィードバック回路は固定利得ブロックと、入力減衰制御部と、ループ利得制御
部と、ループ遅延部と、フロントエンド回路のフィルタリング及び増幅特性を制御するた
めに検出器によって測定された特性に基づき入力減衰制御部、ループ利得制御部、及びル
ープ遅延部を調整するように接続されたコントローラとを備える。いくつかの実施態様で
は、少なくとも入力減衰制御部、ループ利得制御部、及びループ遅延部が、固定利得ブロ
ックと同じモノリシック集積回路上に配置される。
【００１９】
　いくつかの実施態様は、携帯電話(又は基地局)に関するものであり、この携帯電話(又
は基地局)は送信/受信スイッチと、電力増幅器と、サブサンプリングアナログ/デジタル
コンバータと、トランシーバ回路とを備える。いくつかの実施態様では、トランシーバ回
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路は、少なくとも1つの再生フィードバック回路から本質的になり、再生フィードバック
回路は固定利得ブロックと、入力減衰制御部と、ループ利得制御部と、ループ遅延部と備
える。いくつかの実施態様では、携帯電話は、フロントエンド回路のフィルタリング及び
増幅特性を制御するために検出器によって測定された特性に基づき入力減衰制御部、ルー
プ利得制御部、及びループ遅延部を調整するように接続されたコントローラも備える。い
くつかの実施態様では、少なくとも入力減衰制御部、ループ利得制御部、及びループ遅延
部が、固定利得ブロックと同じモノリシック集積回路上に配置される。
【００２０】
　いくつかの実施態様は、モノリシック集積回路に関するものであり、このモノリシック
集積回路はフィルタリングされていない、増幅されていない信号を受信するための入力と
、入力信号のフィルタリングされ、増幅されたバージョンを出力するための出力とを備え
る。いくつかの実施態様では、モノリシック集積回路は、500より大きいQ値を持つ帯域通
過周波数応答を示し、帯域通過フィルタの中心周波数は、局部発振器を除いて所定の範囲
内の複数の周波数に調整することができる。
【００２１】
　いくつかの実施態様は、ドップラーレーダーに関するものであり、このドップラーレー
ダーは所定の周波数変調を発生するための発振器と、所定の周波数変調を送信するための
送信機用アンテナと、送信される所定の周波数変調の反射を受信するための受信機用アン
テナと、受信された反射の周波数を分離するためのスペクトル変換システムとを備える。
いくつかの実施態様では、スペクトル変換システムは、信号入力、信号出力、及び調整可
能な第1の経路の信号スケーリングブロックを有する第1の経路と、第1の経路に接続され
、調整可能な遅延要素及び調整可能な第2の経路の信号スケーリングブロックを有する、
第2の経路と、第1の経路内に配置され、第2の経路の入力と第1の経路に接続された第2の
経路の出力との間に接続された、固定利得ブロックと、出力信号の特性を検出するために
信号出力に接続された検出器と、受信された反射に関してスペクトル変換システムをセン
タリングするために検出器によって検出される特性に基づき遅延又は位相シフト要素、第
2の経路の信号スケーリングブロック、及び第1の経路の信号スケーリングブロックを調整
するように接続されたコントローラとを備える。いくつかの実施態様では、レーダーは、
受信された反射の周波数を検出するための受信機プロセッサをさらに備える。いくつかの
実施態様では、少なくとも遅延要素、第2の経路の信号スケーリングブロック、及び第1の
経路のスケーリングブロックは、固定利得ブロックと同じモノリシック集積回路上に配置
される。
【００２２】
　いくつかの実施態様では、装置は、携帯電話であるものとしてよい。いくつかの実施態
様では、装置は、セルラー基地局であるものとしてよい。いくつかの実施態様では、装置
は、GNSS受信機であるものとしてよい。いくつかの実施態様では、装置は、ワイヤレスデ
バイスであるものとしてよい。いくつかの実施態様では、装置は、ワイヤレスセンサーで
あるものとしてよい。いくつかの実施態様では、装置は、受信機モノリシック集積回路で
あるものとしてよい。いくつかの実施態様では、装置は、送信機モノリシック集積回路で
あるものとしてよい。いくつかの実施態様では、装置は、トランシーバモノリシック集積
回路であるものとしてよい。
【００２３】
　いくつかの実施態様では、装置は、複数の再生フィードバック回路を備えるモノリシッ
ク集積回路であるものとしてよい。いくつかの実施態様では、そのようなモノリシック集
積回路は、セルラー基地局において使用するように構成され得る。
【００２４】
　いくつかの実施態様では、装置は、送信/受信スイッチをさらに備え、フロントエンド
回路は、送信/受信スイッチに接続され得る。
【００２５】
　いくつかの実施態様では、再生フィードバック回路の第1の経路又は第2の経路のうちの
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少なくとも一方は、再生回路に接続された共振器をさらに備える。
【００２６】
　いくつかの実施態様では、装置は、送信のため電気信号を増幅することを目的として、
再生フィードバック回路の出力の少なくとも1つに、又は再生フィードバック回路の第1の
経路内で、接続されている電力増幅器をさらに備える。
【００２７】
　いくつかの実施態様では、再生フィードバック回路は、固定利得ブロックと、入力減衰
制御部と、ループ利得制御部と、ループ遅延部又は位相シフト部と、回路のフィルタリン
グ及び増幅特性を制御するために検出器によって測定された特性に基づき入力減衰制御部
、ループ利得制御部、及びループ遅延又は位相シフト部を調整するように接続されたコン
トローラとを備える。いくつかの実施態様では、少なくとも入力減衰制御部、ループ利得
制御部、及びループ遅延又は位相シフト部が、固定利得ブロックと同じモノリシック集積
回路上に配置される。
【００２８】
　いくつかの実施態様では、電気信号は、デジタル信号で符号化され得る。
【００２９】
　いくつかの実施態様では、フィルタリング及び増幅特性は、フロントエンドの利得並び
に入力信号をフィルタリングするために選択された帯域幅及び中心周波数を含む。
【００３０】
　いくつかの実施態様では、第2の経路は、フィードバック経路であるものとしてよい。
【００３１】
　いくつかの実施態様では、装置は、対応するフィードバック経路に接続された複数の第
1の経路を備え、第1の経路は信号入力と信号出力との間に並列に接続される。
【００３２】
　いくつかの実施態様では、複数の第1の経路の1つ以上は、フィードバック経路から上流
にある第1の経路に接続されているフィードフォワード経路及びフィードバック経路から
下流にある第1の経路に接続されている出力と、フィードフォワード経路の入力とフィー
ドバックループの出力との間に接続されている第1の経路の遅延若しくは位相シフト要素
であって、第1の経路の遅延若しくは位相シフト要素は調整可能でありコントローラに接
続され、コントローラは第1の経路の遅延若しくは位相シフト要素を調整し所望の信号出
力が得られるように接続されている、第1の経路の遅延若しくは位相シフト要素とをさら
に備える。
【００３３】
　いくつかの実施態様では、第2の経路の信号出力は、信号コンバイナを備える。
【００３４】
　いくつかの実施態様では、第2の経路は、フィードフォワード経路であるものとしてよ
い。
【００３５】
　いくつかの実施態様では、再生フィードバック回路は、対応するフィードフォワード経
路に接続された複数の第1の経路を備え、第1の経路は信号入力と信号出力との間に直列に
接続される。
【００３６】
　いくつかの実施態様では、第2の経路は、フィードバック経路とフィードフォワード経
路構成との間の切り替えのためのスイッチを備える。
【００３７】
　いくつかの実施態様では、コントローラは、所望の出力信号を維持するようにプログラ
ムされ得るプロセッサとすることができる。
【００３８】
　いくつかの実施態様では、検出器は、パワー検出器、スペクトラムアナライザ、又はこ
れらの組み合わせのうちの1つとすることができる。
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【００３９】
　いくつかの実施態様では、検出器は、信号の信号対雑音比を検出する。
【００４０】
　いくつかの実施態様では、第1の経路の信号スケーリングブロックは、出力信号を正規
化するためにコントローラによって調整され得る。
【００４１】
　いくつかの実施態様では、第1の経路の信号スケーリングブロックは、結合係数を修正
するブロックを備える。
【００４２】
　いくつかの実施態様では、第1の経路の利得ブロックは、第2の経路の入力と第2の経路
の出力との間の第1の経路に接続され得る。
【００４３】
　いくつかの実施態様では、第1の経路の利得ブロックは、可変利得増幅器とすることが
できる。いくつかの実施態様では、固定利得ブロックは、低雑音増幅器とすることができ
る。
【００４４】
　いくつかの実施態様では、装置は、低雑音増幅器の入力のところに信号リミッターをさ
らに備える。
【００４５】
　いくつかの実施態様では、検出器は、信号プロセッサを備える。
【００４６】
　いくつかの実施態様では、信号入力は、同軸ケーブルを介して受信され得る。
【００４７】
　いくつかの実施態様では、信号入力は、アンテナを介して受信され得る。
【００４８】
　いくつかの実施態様では、第2の経路は、フィードバック経路であり、フィードバック
経路の出力は、アンテナに接続され得る。
【００４９】
　いくつかの実施態様では、装置は、アンテナ結合ブロックをさらに備える。
【００５０】
　いくつかの実施態様では、第2の経路は、フィードバック経路であり、受信機は、フィ
ードバック経路から上流にある第1の経路からの入力及びフィードバック経路から下流に
ある第1の経路への出力とを有するフィードフォワード経路と、フィードフォワード経路
の入力とフィードバック経路の出力との間に接続され、コントローラによって制御される
、調整可能な経路遅延若しくは位相シフト要素とをさらに備える。
【００５１】
　いくつかの実施態様では、第2の経路は、少なくとも1つの指向性結合器によって第1の
経路に接続することができる。
【００５２】
　いくつかの実施態様では、第2の経路の信号スケーリングブロックは、第1の経路と第2
の経路との間の結合係数を修正するブロックであってよい。
【００５３】
　いくつかの実施態様では、装置は、所定の周波数を発生する信号発生器と、所定の周波
数より高い周波数を抑制するフィードフォワード経路とすることができる第2の経路を有
する第1の第1の経路と、所定の周波数より低い周波数を抑制するフィードフォワード経路
とすることができる第2の経路を有する第2の第1の経路とをさらに備え、第1及び第2の第1
の経路は信号発生器に直列に接続される。
【００５４】
　いくつかの実施態様では、第2の経路の信号スケーリングブロックは、利得ブロックと
することができる。



(13) JP 2013-520135 A 2013.5.30

10

20

30

40

50

【００５５】
　いくつかの実施態様では、装置は、信号入力におけるアップコンバージョン及びプレデ
ィストーション段と、第1の経路の入力と第1の経路の出力との間に接続された電力増幅器
とをさらに備える。
【００５６】
　いくつかの実施態様では、装置は、検出器の上流で接続されたサブサンプリングADCを
さらに備え、検出器は、信号プロセッサを備える。
【００５７】
　いくつかの実施態様では、装置は、並列に接続された複数の第2の経路をさらに備え、
それぞれの第2の経路の遅延部は発振器の出力の複数の高調波を除去するように間隔をあ
けて並ぶ。
【００５８】
　いくつかの実施態様では、入力減衰制御部は、0～10dBの電圧制御減衰器からなる。い
くつかの実施態様では、入力減衰制御部は、0～100dB、0～50dB、0～30dB、0～20dB、10
～30dB、又は20～40dBの電圧制御減衰器のうちの1つとすることができる。
【００５９】
　いくつかの実施態様では、ループ利得制御部は、0～10dBの電圧制御減衰器からなる。
いくつかの実施態様では、ループ利得制御部は、0～100dB、0～50dB、0～30dB、0～20dB
、10～30dB、又は20～40dBの電圧制御減衰器のうちの1つとすることができる。
【００６０】
　いくつかの実施態様では、固定利得ブロックは、約30dBの利得を有する低雑音増幅器、
1dB低雑音増幅器とすることができる。いくつかの実施態様では、低雑音増幅器は、約10d
B、15dB、20dB、25dB、35dB、40dB、45dB、又は50dBの利得を有することができる。
【００６１】
　いくつかの実施態様では、ループ遅延部又は移相器は、約0～360度の位相能力を持つ電
圧制御移相器とすることができる。いくつかの実施態様では、移相器は、2つの180度移相
器又は3つの120度移相器又は4つの90度移相器として実装されうる。
【００６２】
　いくつかの実施態様では、コントローラは、所望の信号出力を得るために入力減衰制御
部、ループ利得制御部、及びループ遅延若しくは位相シフト部に対する設定を含むルック
アップテーブルを備える。いくつかの実施態様では、ルックアップテーブル内の設定は、
予め決定されている。いくつかの実施態様では、ルックアップテーブル内の設定は、適応
更新方法を使用して調整される。
【００６３】
　いくつかの実施態様では、コントローラは入力信号の所望の周波数における所望の利得
及び選択性を得るために、再生フィードバック回路を通過する信号がないように入力減衰
制御部を最大値に設定することと、ルックアップテーブルを使用してループ利得制御部及
び遅延部若しくは移相器を近接する所望の中心周波数及び帯域通過に調整することと、ル
ープ利得制御部を、出力信号が発振をちょうど示し始める位置に調整することと、所望の
周波数がより正確なものとなるように遅延部若しくは移相器を調整することと、発振が消
失するまでループ利得制御を大きくし、その際に、BPFの通過帯域内の過剰雑音が無視で
きるくらいバックオフが十分であることと、信号がシステムに入りそこで再生フィードバ
ックループを通じて増幅されるように入力減衰制御を小さくすることと、帯域幅の幅を測
定するために所望の周波数の周りで掃引することによって生成される出力信号の帯域幅を
監視することとを実行する。
【００６４】
　いくつかの実施態様は、スペクトル変換システムに関するものであり、このスペクトル
変換システムは信号入力、信号出力、及び調整可能な第1の経路の信号スケーリングブロ
ックを有する第1の経路を備える。第2の経路を第1の経路に接続することができる。信号
入力は、アンテナとすることができる。第2の経路は、調整可能な遅延要素及び調整可能
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な第2の経路の信号スケーリングブロックを有するものとしてよい。出力信号の特性を検
出するために検出器が信号出力に接続され得る。コントローラは、所望の出力信号を得る
ために検出器によって検出される特性に基づき遅延要素、第2の経路の信号スケーリング
ブロック、及び第1の経路の信号スケーリングブロックを調整するように接続され得る。
【００６５】
　いくつかの実施態様では、第2の経路は、フィードバック経路又はフィードフォワード
経路であるものとしてよく、第2の経路は、フィードバック経路とフィードフォワード経
路構成との間の切り替えのためのスイッチを備えることができる。コントローラは、所望
の出力信号を維持するようにプログラムされたプロセッサとすることができる。検出器は
、パワー検出器、スペクトラムアナライザ、又はこれらの組み合わせのうちの1つとする
ことができる。第1の経路の信号スケーリングブロックは、出力信号を正規化するために
コントローラによって調整され得る。
【００６６】
　いくつかの実施態様では、第1の経路の信号スケーリングブロック及び第2の経路の信号
スケーリングブロックは、それぞれ、利得ブロック又は結合係数を修正するブロックを備
えることができる。
【００６７】
　いくつかの実施態様では、第1の経路の信号スケーリングブロックは、第2の経路の上流
で、又は第2の経路の入力と第2の経路の出力との間の第1の経路に接続され得る利得ブロ
ックとすることができ、また可変利得増幅器であってもよい。第1の経路は、第2の経路の
入力と第2の経路の出力との間に接続された低雑音増幅器を備えることができる。低雑音
増幅器の入力のところに信号リミッターがあってもよい。
【００６８】
　いくつかの実施態様では、検出器は、信号プロセッサを備えることができる。コントロ
ーラは、所望の信号出力に関係する、遅延要素、第2の経路の信号スケーリングブロック
、及び第1の経路の信号スケーリングブロックに対する設定を含むルックアップテーブル
を備えることができる。ルックアップテーブル内のこの設定は、予め決定しておくことが
できる。ルックアップテーブル内のこの設定は、適応更新方法を使用して調整され得る。
【００６９】
　いくつかの実施態様では、信号入力は、アンテナであってよい。第2の経路は、フィー
ドバック経路であってよく、フィードバック経路の出力は、アンテナに接続される。アン
テナ結合ブロックがあってもよい。
【００７０】
　いくつかの実施態様では、第2の経路は、フィードバック経路であり、スペクトル変換
システムは、フィードバック経路から上流にある第1の経路からの入力及びフィードバッ
ク経路から下流にある第1の経路への出力とを有するフィードフォワード経路と、フィー
ドフォワード経路の入力とフィードバック経路の出力との間に接続され、コントローラに
よって制御される、調整可能な経路遅延要素とをさらに備えることができる。
【００７１】
　いくつかの実施態様では、信号入力と信号出力との間に並列に接続された対応するフィ
ードバック経路に接続された複数の第1の経路がありうる。複数の第1の経路の1つ以上は
、フィードバック経路から上流にある第1の経路からの入力及びフィードバック経路から
下流にある第1の経路への出力とを有するフィードフォワード経路と、フィードフォワー
ド経路の入力とフィードバック経路の出力との間に接続された第1の経路遅延要素とをさ
らに備えることができる。第1の経路の遅延要素は、調整可能であり、コントローラに接
続することができ、コントローラは所望の信号出力が得られるように第1の経路の遅延要
素を調整するために接続される。信号出力は、信号コンバイナを備えることができる。
【００７２】
　いくつかの実施態様では、信号入力と信号出力との間に並列に接続された対応するフィ
ードフォワード経路に接続された複数の第1の経路がありうる。並列に接続される複数の
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第2の経路があってもよく、それぞれの第2の経路の遅延部は発振器の出力の複数の高調波
を除去するように間隔をあけて並ぶ。
【００７３】
　いくつかの実施態様では、第2の経路は、少なくとも1つの指向性結合器によって第1の
経路に接続することができる。第2の経路の信号スケーリングブロックは、第1の経路と第
2の経路との間の結合係数を修正するブロックであってよい。スペクトル変換システムは
、中心周波数を発生する信号発生器と、中心周波数より高い周波数を抑制するフィードフ
ォワード経路である第2の経路を有する第1の第1の経路と、中心周波数より低い周波数を
抑制するフィードフォワード経路である第2の経路を有する第2の第1の経路とをさらに備
えることができ、第1及び第2の第1の経路は信号発生器に直列に接続される。
【００７４】
　いくつかの実施態様では、信号入力のところにアップコンバージョン及びプレディスト
ーション段があってもよく、またフィードバック経路の入力とフィードバック経路の出力
との間に接続された電力増幅器があってもよい。
【００７５】
　いくつかの実施態様では、検出器の上流に接続されたサブサンプリングADCがあっても
よく、検出器は、信号プロセッサを備えることができる。
【００７６】
　いくつかの実施態様は、ドップラーレーダーに関するものであり、このドップラーレー
ダーは一定周波数を発生するための発振器と、一定周波数を送信するための送信機用アン
テナと、送信される一定周波数の反射を受信するための受信機用アンテナとを備える。こ
の一定周波数は、電磁信号又は音響信号のうちの一方であるものとしてよい。上述のよう
に、受信された反射の周波数を分離するためのスペクトル変換システムがあり得る。コン
トローラは、受信された反射に関してスペクトル変換システムをセンタリングするために
検出器によって検出される特性に基づき遅延要素、第2の経路の信号スケーリングブロッ
ク、及び第1の経路の信号スケーリングブロックを調整することができる。受信機プロセ
ッサは、受信された反射の周波数を検出することができる。
【００７７】
　いくつかの実施態様は、周波数スペクトルを変換する方法に関するものであり、この方
法は上述のようにシステムを備えることと、ターゲット帯域幅、ターゲット中心周波数、
及びターゲット利得を有するターゲット信号応答をコントローラに供給することと、入力
信号を信号入力に結合し、信号出力のところで出力信号を検出することと、出力信号を所
望の信号応答と比較することと、コントローラに、所望の信号応答を送るために遅延要素
、第2の経路の信号スケーリングブロック、及び第1の経路の信号スケーリングブロックを
調整させることとを含む。
【００７８】
　いくつかの実施態様では、この方法は、入力信号を零点に設定することによってシステ
ムを較正し、遅延要素及び第2の経路の信号スケーリングブロックを、ターゲット信号応
答に関係するz平面内の所望の極又は零点に到達するように調整するステップをさらに含
むことができる。
【００７９】
　いくつかの実施態様では、コントローラは、一組の所望の信号応答に対するルックアッ
プテーブルを備えることができる。コントローラは、出力信号を所望の信号応答と比較す
る前にルックアップテーブルに基づき遅延要素、第2の経路の信号スケーリングブロック
、及び第1の経路の信号スケーリングブロックを調整することができる。ルックアップテ
ーブルは、適応更新方法を使用して調整され得る。
【図面の簡単な説明】
【００８０】
　これらの特徴及び他の特徴は、添付図面を参照する以下の説明を読むとさらに明らかに
なるが、図面は例示することのみを目的としており、一切制限することを意図していない
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。
【００８１】
【図１】本明細書で使用されているような遅延ブロックの記号表現を利用する遅延ブロッ
クの定義を示す図である。
【００８２】
【図２】本明細書で使用されているような利得ブロックの記号表現を利用する利得ブロッ
クの定義を示す図である。
【００８３】
【図３】本明細書で使用されているような零点FIRフィルタ回路の記号表現を利用する単
一零点FIRフィルタ回路の定義を示す図である。
【００８４】
【図４】本明細書で使用されているような単一極IIRの記号表現を利用する単一極IIRフィ
ルタ回路の定義を示す図である。
【００８５】
【図５】RFCフィードバックループ共振器回路を示す図である。
【００８６】
【図６】アンテナにフィードバックするRFCユニットを示す図である。
【００８７】
【図７】アンテナ結合ブロックを持つアンテナにフィードバックするRFCユニットを示す
図である。
【００８８】
【図８】反再生フィードバック回路(ARFC)を示す図である。
【００８９】
【図９】並列の2つのRFCユニットを示す図である。
【００９０】
【図１０】制御信号を持つ帯域通過フィルタブロックを示す図である。
【００９１】
【図１１】デジタル/アナログ及びアナログ/デジタルコンバータを備える制御信号を持つ
RFCフィードバックループ共振器を示す図である。
【００９２】
【図１２】RFCからARFCへ動作を切り替えることができるフィルタブロックを示す図であ
る。
【００９３】
【図１３】アンテナフィードバック及び制御ユニットを備えるRFCフィルタブロックを示
す図である。
【００９４】
【図１４】RFC及びARFCユニットを使用して形成されるフィルタブロックを示す図である
。
【００９５】
【図１５】RFC及びARFCユニットを使用して形成されるフィルタブロックを示す図である
。
【００９６】
【図１６】パワー検出器及びスペクトラムアナライザに対する出力を供給するスーパーへ
テロダインサンプリングデバイスを示す図である。
【００９７】
【図１７】広い調整帯域幅を持つチャネライザを示す図である。
【００９８】
【図１８】パラメータコントローラによって使用されるアルゴリズムを示す図である。
【００９９】
【図１９】パワーセンサーを備えるRFCユニットを示す図である。
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【０１００】
【図２０】利得制御ブロックから上流にある総和ブロックを備えるRFCユニットを示す図
である。
【０１０１】
【図２１ａ】総和ブロックとして接続されているアンテナの例を示す図である。
【図２１ｂ】総和ブロックとして接続されているアンテナの例を示す図である。
【０１０２】
【図２２】フォワード経路内にリミッターデバイスを備えるRFCユニットを示す図である
。
【０１０３】
【図２３】帯域消去フィルタとして構成されているRFCユニットを示す図である。
【０１０４】
【図２４】帯域通過フィルタを形成するために並列に接続されている複数のRFCユニット
を示す図である。
【０１０５】
【図２５】図24の回路によって生成される複合帯域通過周波数応答を示す図である。
【０１０６】
【図２６】帯域消去フィルタを形成するために直列に接続されている複数のARFCユニット
を示す図である。
【０１０７】
【図２７】図26の回路によって生成される複合帯域消去周波数応答を示す図である。
【０１０８】
【図２８】指向性結合器を示す図である。
【０１０９】
【図２９】指向性結合器を使用するRFCを示す図である。
【０１１０】
【図３０】結合係数変調器を備えるRFCを示す図である。
【０１１１】
【図３１】指向性結合器が直列に接続されている複数のRFCユニットを示す図である。
【０１１２】
【図３２】図31の回路によって生成される複合帯域通過周波数応答を示す図である。
【０１１３】
【図３３】並列に接続された複数のフィードバックループを有するRFCユニットを示す図
である。
【０１１４】
【図３４】指向性結合器が一方向共振器として接続されているRFCユニットを示す図であ
る。
【０１１５】
【図３５】複数の通過帯域極がある図34に示されている複数の一方向共振器を示す図であ
る。
【０１１６】
【図３６】それぞれの方向の異なる通過帯域極がある二方向共振器を示す図である。
【０１１７】
【図３７】指向性結合器を備えるARFCユニットを示す図である。
【０１１８】
【図３８】指向性結合器を備えるカスケード接続されたARFCユニットを示す図である。
【０１１９】
【図３９】カスケード接続されたARFCユニットがノッチフィルタとして働くように構成さ
れている発振器を示す図である。
【０１２０】
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【図４０】ドップラーレーダー回路内のRFCユニットを示す図である。
【０１２１】
【図４１】二方向共振器を使用する代替的なドップラーレーダー回路を示す図である。
【０１２２】
【図４２】RFCユニットを使用する電力増幅器を示す図である。
【０１２３】
【図４３】RF帯域通過フィルタ及び低調波ADCを使用する受信機ユニットを示す図である
。
【０１２４】
【図４４】フィードバック経路内に指向性結合器及び信号センサーを有するRFCユニット
を示す図である。
【０１２５】
【図４５】マイクロ波受信機内のRFCユニットを示す図である。
【０１２６】
【図４６】スーパーヘテロダインGPS受信機の従来技術の実施態様のブロック図である。
【０１２７】
【図４７】再生フィードバック回路に基づくGPS受信機のブロック図である。
【０１２８】
【図４８】再生フィードバック回路に基づくマルチバンドGNSS受信機のブロック図である
。
【０１２９】
【図４９】ワイヤレストランシーバの従来技術の実施態様のブロック図である。
【０１３０】
【図５０】再生フィードバック回路に基づくワイヤレストランシーバのブロック図である
。
【０１３１】
【図５１】再生フィードバック回路のブロック図である。
【０１３２】
【図５２】モノリシック集積回路上に実装された再生フィードバック回路のブロック図で
ある。
【０１３３】
【図５３】複数のASIC上に実装されたスーパーへテロダイン受信機のブロック図である。
【０１３４】
【図５４】中間周波数がゼロの再生フィードバック回路のブロック図である。
【０１３５】
【図５５】高速1ビット比較器を備える再生フィードバック回路のブロック図である。
【０１３６】
【図５６】携帯電話内の再生フィードバック回路のブロック図である。
【０１３７】
【図５７】ルックアップテーブルを実装するコントローラの動作を示す図である。
【０１３８】
【図５８】第1の経路内に共振器を備える再生フィードバック回路のブロック図である。
【０１３９】
【図５９】第2の経路内に共振器を備える再生フィードバック回路のブロック図である。
【０１４０】
【図６０】電力増幅器を備える再生フィードバック回路のブロック図である。
【０１４１】
【図６１】アップコンバージョン回路と電力増幅器とを備える再生フィードバック回路の
ブロック図である。
【０１４２】
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【図６２】携帯電話のフロントエンド回路内に実装された再生フィードバック回路のブロ
ック図である。
【０１４３】
【図６３】GNSS受信機のフロントエンド回路内に実装された再生フィードバック回路のブ
ロック図である。
【０１４４】
【図６４】モノリシック集積回路上に実装された再生フィードバック回路を示す図である
。
【０１４５】
【図６５】受信機に結合されたアンテナのブロック図である。
【０１４６】
【図６６】受動アンテナに結合された再生フィードバック回路のブロック図である。
【０１４７】
【図６７】八木アンテナに結合された再生フィードバック回路のブロック図である。
【０１４８】
【図６８】能動アンテナに結合された再生フィードバック回路のブロック図である。
【０１４９】
【図６９】共振器回路を備える狭帯域受信機のブロック図である。
【０１５０】
【図７０】フィードバックを備える共振器回路のブロック図である。
【０１５１】
【図７１】再生フィードバック回路を備える共振器回路のブロック図である。
【０１５２】
【図７２】結合ポートと再生フィードバック回路とを備える共振器回路のブロック図であ
る。
【０１５３】
【図７３】再生フィードバック回路を備える双方向フィルタを示す図である。
【０１５４】
【図７４】再生フィードバック回路を備える発振器を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【０１５５】
（詳細な説明）
　以下で説明されるデバイスは、中心周波数及び帯域幅に関して同調可能な帯域通過又は
帯域消去フィルタとして動作し得るフィルタブロックである。これは、フィルタの帯域幅
及び中心周波数を高速にまた俊敏に制御するため電子制御される再生フィードバックルー
プに基づく。フィルタブロックは、主に電子回路、例えば、マイクロ波帯の周波数で動作
する回路用に設計されたフィルタブロックに関して以下で説明される。しかし、フィルタ
ブロックは、光学システム、機械的振動システム、若しくは音響システムなどの他の種類
のシステム、又は周波数ベースの他のシステムに対して実装できることは明らかであり、
この場合、以下に示す例に関して説明されている電気コンポーネントの代わりにアナログ
コンポーネントが使用される。したがって、デバイスは、目標が入力信号の周波数成分を
所望の出力信号に変換することであるため、スペクトル変換システムとしてより広い意味
で説明され得る。以下の説明から理解されるように、これは、一般的に、帯域通過又は帯
域消去フィルタのいずれかとして、デバイスを所望の中心周波数及び帯域幅に同調させる
ことによってなされる。複数のデバイスを所望の周波数応答が得られるようなさまざまな
形で組み合わせることができる。
【０１５６】
　本明細書で説明されているように、フィルタブロック回路は、再生フィードバック回路
(RFC)と表され得る。上で説明されているように、以下で使用される用語の多くは電子回
路に関係するが、光学システム、機械的振動システム、又は音響システムなどの他のシス
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テム内にアナログコンポーネントが存在し得ることは理解されるであろう。
【０１５７】
　本明細書では以下の頭字語が使用される。
【表１】

【０１５８】
　以下では、RFCで使用されている機能ブロックのいくつかのコンポーネント及び定義を
説明する。
【０１５９】
(遅延機能ブロック)
　本明細書では、Dは、図1に例示されているような遅延ブロックを表し、参照番号12によ
って識別される。遅延ブロック内に入る信号がs(t)として与えられた場合、パラメータD
を持つ遅延ブロックの出力は、s(t-D)として与えられる。特に、入力信号が
　　s(t)=exp(jωt)
となるような複素指数関数である場合(ただし
【数１】

である)、遅延ブロックの出力は
　　s(t-D)=exp(jω(t-D))=exp(jωt)exp(-jωD)=s(t)exp(-jωd)
となる。
【０１６０】
　これに基づき、遅延Dの遅延ブロック12の等価な動作は、位相が-ωDである位相シフト
である(入力励起は周波数ωの純音であると想定する)。本明細書では、遅延パラメータは
、RFCの制御パラメータとなる。しかし、これは、位相シフトが周波数に関して直線的に
変化する位相シフト動作と等価であることは理解されるべきである。
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【０１６１】
(利得機能ブロック)
　本明細書では、Gは、スケーリング係数Gによって入力信号をスケーリングする利得ブロ
ックを表し、図2に示されているように参照番号14によって識別される。以下の説明では
、Gは、実であり、正であると仮定される。
【０１６２】
(単一伝達零点FIRフィルタブロック)
　単一伝達零点を結果としてもたらす有限インパルス応答(FIR)フィルタブロックは、図3
に示されている。FIRフィルタブロックは、信号入力16、信号出力18、第1の経路20、この
場合にはフィードフォワード経路である第2の経路22、及び総和ブロック24を備える。第1
の経路20は、フォワード経路と称することもでき、第2の経路22は、フィードバック経路
又はフィードバックループ経路とすることができる。
【０１６３】
　FIRフィルタの周波数応答は
　　H(ω)=1+Gexp(-jωD)
として、G=1及びωD=πであるときにH(ω)=0となり、その結果伝達零点が得られるように
与えられる。
【０１６４】
(IIRフィルタブロック)
　単一伝達極を結果としてもたらす無限インパルス応答(IIR)フィルタブロックは、図4に
示されている。
【０１６５】
　IIRフィルタの周波数応答は、
極がωのところに生じ、
　　1-Gexp(-jωD)=0
を満たすものとして
【数２】

として与えられる。
【０１６６】
　図4に示されているIIRフィルタは、再生フィードバックループとも称されることに留意
されたい。
【０１６７】
(制御可能な再生フィードバックループ)
　参照番号10によって一般的に識別される、制御可能なRFCの基本動作は、図5に示されて
おり、これは、図示されているように、第1の経路20を通る主回路内の利得段25及びフィ
ードバックの第2の経路22内の遅延部12と減衰器14との直列接続からなる。遅延部12及び
減衰器14の値は、RFC 10の周波数特性を決定する。
【０１６８】
　フィードバック経路内の利得ブロック14は、0から1までの範囲内の利得を有するので、
これは減衰器として動作し、したがってAのラベルが付けられる。次いで、周波数領域に
おける入力から出力への全体的なRFC 10の伝達関数が、

【数３】

として与えられる。
【０１６９】
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　全体的なRFC 10を通る信号利得の大きさは、
【数４】

として与えられる。
【０１７０】
　フィードバックループ22は、RFC 10の通過帯域特性に影響を及ぼす。A=0の場合、RFC 1
0は|H(ω)|=Gのフラットな周波数応答を有する。Aが0から増加するにつれ、この応答は、
　　ωD=0,±2π,±4π,...
で周期的共振周波数を有する。Aが1/Gに近づくにつれ、共振ピークは狭まり、総利得は無
限に高くなる。実用的なアプリケーションでは、共振周波数のうちの1つ(通常はωD=2π
での基本周波数)は、入力のところで所望の信号の周波数と一致する。周波数は、遅延Dを
設定することによって制御され、帯域幅は、Aを設定することによって設定され得る。
【０１７１】
　図6を参照すると、図5におけるRFC 10の実施態様の変更態様は、総和ブロック24をアン
テナ26で置き換えるものであることがわかる。次に、信号は、アンテナ26によってインタ
ーセプトされる電磁放射線の入射場の形態を取ると仮定される。小さなフィードバック結
合が、アンテナ26を介して入力信号に加えられるフィードバックループ22の出力から与え
られる。Fを信号アンテナ26内に結合され戻されるフィードバック信号の比として定義す
る。これは、図6に示されている。動作は、同じ共振特性をもつ伝導されるRFC 10の場合
と同様である。しかし、Aは、FAで置き換えられ、アンテナ結合を通じてのフィードバッ
クループ22は、D 12に加えられるべき追加遅延をある程度加えて、アンテナベースのRFC
の周波数応答を特徴付けることができる。
【０１７２】
　図7を参照すると、図6に示されている回路は、アンテナ結合ブロック27を含めることに
よって修正され得ることがわかる。アンテナ結合部27をアンテナ26と一体化して、より高
いQでより共振性を高めることができる。言い換えると、アンテナ結合ブロック27を介し
て利得ブロック25に負荷を接続することによりアンテナ26の負荷がかかっているQは、ア
ンテナ26の無負荷のQに近づくということである。アンテナ26へのループ22内のフィード
バックは、アンテナ結合を組み込んだ場合の利得損失を補償する。
【０１７３】
(反RFC又はARFC)
　伝達極を形成するために図7のRFC回路10を使用する代わりに。図8に示されているよう
に修正して伝達零点を生成することができる。この回路の周波数応答は
　　H(ω)=G(1+Aexp(-jDω))
であり、周波数ωD=±π,±3π,...で周波数ノッチを有する。
【０１７４】
　本明細書における説明を目的として、参照番号100によって一般的に識別されているARF
Cは、伝達極の代わりに伝達零点を実現するために図8に示されているように再構成された
RFCを意味するように定義される。ARFC 100は、単一零点FIRフィルタと等価であることに
留意されたい。以下の説明から明らかなように、図29に示されているように指向性結合器
を使用することなどによって、伝達零点、つまりノッチフィルタ、を生成することができ
る他の設計もある。
【０１７５】
(任意フィルタ関数)
　RFC及びARFCを並列及び直列に組み合わせて、複数の極と零点とからなる任意フィルタ
伝達関数を形成することができ、その結果、MRFC及びMARFC構成が得られる。極と零点と
を組み合わせて所望のフィルタ伝達関数を構成する理論は、当技術分野で知られており、
例えば、J. Proakis, D. Manolakis著「デジタル信号処理の原理、アルゴリズム、及びア
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プリケーション(Digital Signal Processing principles, algorithms and applications
)」(Prentice Hall 1996)、さらには他の教科書及び論文においても説明されている。
【０１７６】
　2つの極を備える、RFC 10と10'と有する複合回路の一例は、図9に示されている。2つの
RFC回路10は、並列であることに留意されたい。多数の伝達零点を備えるフィルタ回路を
実現するには、その配置構成は多数の直列カスケード接続されたARFC回路となるであろう
。
【０１７７】
(フィルタブロックとしてのRFC及びARFC)
　上で説明されているようなRFC及びARFCは、好ましくは、雑音及び干渉によって損なわ
れた狭帯域の電子信号を受信機側で処理する際に必要に応じて周波数選択的フィルタリン
グを行うために使用される。これらの信号は、ワイヤレス受信機の場合のようにアンテナ
から供給され得る。しかし、これらは、随伴する雑音及び干渉発生源から分離される狭帯
域信号を発生する一般ブロックから供給され得る。
【０１７８】
　RFC及びARFCは、一般信号の選択的周波数フィルタリングが要求されるアプリケーショ
ンにおいて使用することができる。したがって、本明細書で説明されている実施態様は、
電子信号に関するものであるが、これらの信号は機械的振動、音響、又は光に由来するも
のであってもよい。
【０１７９】
(基本的な単一要素フィルタユニット)
　図10は、遅延部D 12及びループ減衰部A 14に対する2つのバイアス電圧によって電子的
に制御されるRFC 10を示している。RFC 10は、Ainとして表され、参照番号28によって識
別される追加の減衰器、コントローラブロック32に出力信号電力の測定結果をフィードバ
ックする出力ポート18のところにある、パワー検出器、スペクトラムアナライザ、又はこ
の両方などの検出器30、並びにAin、A、及びDの電子制御を行うコントローラ32を有する
。
【０１８０】
　いくつかの実施態様では、図10に説明されている回路は、以下の例示的なコンポーネン
トを備えることができる。
　1.　減衰器14及び28は、モデル番号ZX73-2500などの0～10dBの電圧制御減衰器からなる
ものとしてよい(このデータシートは、http://www.minicircuits.com/pdfs/ZX73-2500+.p
dfを参照されたい。これらの内容は、すべて引用により本明細書中に組み込まれている)
。
　2.　LNA 25は、モデル番号ZX60-1215LN+などの30dB利得、1db低雑音増幅器からなるも
のとしてよい(このデータシートは、http://www.minicircuits.com/pdfs/ZX60-1215LN+.p
dfを参照されたい。これらの内容は、すべて引用により本明細書中に組み込まれている)
。
　3.　移相器12は、モデル番号JSPHS-1000+などの0～180度の位相能力を持つ電圧制御型
のものであってよい(このデータシートは、http://www.minicircuits.com/pdfs/JSPHS-10
00.pdfを参照されたい。これらの内容は、すべて引用により本明細書中に組み込まれてい
る)。
　4.　指向性結合器24は、モデル番号ADC-10-1R+であってよい(このデータシートは、htt
p://www.minicircuits.com/pdfs/ADC-10-1R.pdfを参照されたい。これらの内容は、すべ
て引用により本明細書中に組み込まれている)。
【０１８１】
　コントローラ32は、当技術分野で知られているような組み込み型デジタル処理回路、マ
イクロコントローラ、FPGAなどであってよい。A制御部12及びD制御部14は、すでに説明さ
れているとおりである、つまり、RFC 10の極の位置の制御を行う。Ain 28は、信号出力の
測定された電力が所望のレベルに調節され得るように図10の回路の全体的スループット利
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得の制御を行う。次いで、以下のように制御が得られる。
　1.　Ainは、出力電力を与えられた閾値レベルに維持するように調整される。
　2.　RFC 10のA制御部14は、帯域幅を狭めるように増大され得る。
　3.　D制御部12は、周波数を修正するように制御され得る。
【０１８２】
　コントローラ32は、図11に示されているようなデジタル信号処理ユニットとして実装さ
れ得る。動作は、制御処理においてデジタル処理ブロックが使用されることとアナログ制
御部へのインターフェースがDAC 34によりなされ、パワー検出器からの入力がADC 36によ
りデジタルに変換されることとを除き、図10と同じである。
【０１８３】
　図64は、第2の経路22において遅延部D 12及びループ減衰部A 14に対する2つのバイアス
電圧によって電子的に制御されるRFC 10を示している。RFC 10は、第1の経路20上のAinと
して表され、参照番号28によって識別される追加の減衰器、コントローラブロック32に出
力信号電力の測定結果をフィードバックする出力ポート18のところにある、パワー検出器
、スペクトラムアナライザ、又はこの両方などの検出器30、並びに信号線32a、32b、及び
32cを介してAin、A、及びDの電子制御を行うコントローラ32を有する。
【０１８４】
　図64などのいくつかの実施態様では、RFCは、モノリシック集積回路上に実装され、検
出器30及びコントローラ32(電子コントローラであってよい)と通信するように構成され得
る。
【０１８５】
　図10又は図11のRFCユニット10は、図12に示されているようにスイッチ42を備えること
によってARFCユニット10として構成され得る。これにより、全体的フィルタ要素は、RFC
に基づく単一極を持つ帯域通過フィルタであるか、又はARFCに基づく単一伝達零点を持つ
ノッチフィルタとしてのものであってよい。図12は、アナログ構成を示しているが、デジ
タルオプションも実装することができる。図12のスイッチ42は、RFC動作については位置A
にあるか、又はARFC動作については位置Bにあるものとしてよい。
【０１８６】
　いくつかの実施態様では、最大利得を得るための手順、及びしたがって、アンテナを通
じて受信するか、直接的に受信するかに関係なく特定の周波数における最大の選択性は以
下の通りであるものとしてよい。
　1.　信号16がRFCを通過しないように減衰器28を最大値に設定することによって開始す
る。
　2.　D及びAを、例えば、LUTを介して、所望のBPF中心周波数位置に調整する。これは、
コンポーネントが温度、経年変化などとともに変化するにつれ近くなる。Aを出力信号が
発振をちょうど示し始める位置に調整する(減衰を下げる)。発振の周波数は、BPFの所望
の中心周波数に近似的に対応すべきである。中心周波数が正確になるようにDを調整する(
遅延を大きくすると周波数が低くなり、遅延を小さくすると周波数は高くなる)。次いで
、発振が消失するまでAの減衰を高くする。バックオフは、BPFの通過帯域内の過剰雑音が
無視できるくらい小さくなるように十分なものでなければならない。これは、スプリアス
発振に対する適切な「安全マージン」をも設定する。28で減衰をゆっくりと小さくして、
弱い信号16をシステム内に入れ、そこで、この信号をRFCループを通じて増幅する。
　3.　中心周波数を中心とする数kHzを掃引することによって発生する出力信号の帯域幅
を監視して帯域幅の幅を測定し、帯域幅が拡大し始めたときにそのことを検出する別の単
純なアルゴリズムでそれを実行し、減衰器28を停止すると、この時点で、弱い信号の感度
及び選択度は最高になっている。
　4.　14で減衰のレベルを修正することによって、帯域幅を変更すること、従って振幅を
変更することが可能である。Dで位相をAで減衰を変えながら、信号の帯域幅及び周波数を
それぞれ変更することができる。また28は、BPFの総利得を変更することもできる(14と併
せて)。
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【０１８７】
　いくつかの実施態様では、反復アルゴリズム(IA)は、移相器Dが0度に設定されている間
に、減衰器Aの電圧を最大値に達するまでゆっくりと上げてゆくことによって開始するこ
とができる。この出力振幅は、LNA 25から発生する雑音の振幅である。最大値に達すると
、Dは、その雑音振幅が新しい最大値に達するまで増減される。次いで、減衰器Aは、その
雑音振幅が新しい最大値に達するまで増減される。次いで、この後に、同じ手順を、ただ
し移相器Dを使用して続け、発振の発生に足らなくなるまで同様のことを続けるが、これ
はさまざまな形で検出され、発振が発生した場合に、前のステップをやり直すことができ
る。最大値に達した後、システムは使用可能な状態にある。
【０１８８】
(アンテナフィードバックを有する基本単一要素フィルタユニット)
　RFC 10は、回路の入力へのフィードバックを必要とし、これは図13に示されているよう
に、アンテナを使って達成されうる。図13のアンテナ26は、入ってくる放射電磁信号をイ
ンターセプトする点と、さらには前のセクション(図7を参照)で説明されているように、R
FCフィードバック回路に必要なフィードバック結合の都合のよい手段を備える点で、2つ
の機能を有している。この回路は、コントローラ32、Ain 38、及び図10において導入され
ているようなパワーセンサー(PS)とも称される、パワー検出器を一体化したものである。
つまり、パラメータコントローラ32を付随するADC及びDACに対して前の方で説明されてい
るデジタルコントローラで置き換えることができる。
【０１８９】
(フィルタユニットの制御)
　所望の周波数応答を与えるために、それぞれのRFC 10又はARFC 100ブロックに対してAi
n、A、及びDが制御される。所望の応答を得るためAin、A、及びDを制御する方法を次に示
す。説明を簡単にするためにAin、A、及びDは、単一のRFCの制御部を指すものとする。し
かし、説明されている制御処理は、並列動作している複数のRFCユニットに対して、又はA
RFユニットに対して適用可能である。したがって、参照番号110によって示される、FBを
、Ain、A、及びDの制御入力を持つ任意の一組のRFC及びARFCを備える全体的フィルタブロ
ックとして定義すると都合がよく、その場合、Ain、A、及びDは、制御入力のベクトルと
することができ、FB 110の実際の設計は、所望のフィルタ応答に依存する。つまり、全部
でM個のRFC及びARFCユニットがある場合、必要なDの個別の制御部はM個ある。この場合、
Dは、M個の制御パラメータ要素からなると仮定される。FB 110は、図14に示されている。
入力信号16は、伝導又は放射の形態とすることができる。FB 110の出力は、さらなる処理
に進む出力信号14である。出力14は、パワー検出器30a及びスペクトラムアナライザ30bと
接続される。パワー検出器30aは、FB 110の出力における全スペクトルパワーを測定し、
これをパラメータコントローラ32に送り返す。全パワーはPtotで表される。スペクトラム
アナライザ30bは、Pf(f)として与えられる周波数の関数としてパワースペクトル密度を測
定する機能を有している。スペクトラムアナライザ30bの実用的な実施態様について以下
で簡単に説明する。
【０１９０】
(Ainの制御)
　Ainは、PtotをλPtotとして表されている与えられた閾値と比較することによって決定
される。Ptot＞λPtotである場合、Ainを小さくして入力利得を下げる。Ptot＜λPtotで
ある場合、Ainを大きくして入力利得を上げる。Ainの適切な制御を適用する従来の方法が
使用される。
【０１９１】
(A及びBの制御)
　D及びAパラメータによってそれぞれ制御される遅延及び利得ユニット12及び14は、回路
の意味で適切な振る舞いをするコンポーネントであると仮定される。これは、D及びAのパ
ラメータが不連続性のない遅延及び利得関数の近似的単調制御を行うことを意味する。ま
た、これは、D及びA制御入力の関数としての遅延及び利得の結果としての値は予め決定し
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ておくことができ、応答曲線をコントローラブロック内のルックアップテーブル内に格納
することができることも意味する。したがって、D及びA制御部は、RFC 10の伝達極若しく
はARFC 100の伝達零点を設定するためにルックアップテーブル内に格納されている較正情
報に基づき設定することができる。このルックアップテーブルは、LUD_ADと表される。
【０１９２】
　したがって、FBの所望の周波数をRFC 10及びARFC 100ユニットの必要な伝達極及び零点
にそれぞれマッピングすることができる。較正LUT_ADを使用することで、これらの極及び
零点を、FB 110上に渡されるA及びDパラメータにマッピングすることができる。LUT_ADに
書き込むために必要な較正は、伝達極及び零点とA及びD値との間のマッピングを決定する
ために標準的なネットワークアナライザを使用する従来の手段によって決定することがで
きる。
【０１９３】
　LUT_ADの値は、回路の経年変化、温度変化、などにより正確でなくなることは理解され
る。しかし、これらの値は、前の較正から次の較正までの間の与えられた時間範囲にわた
ってほぼ正確なままであると想定される。小さな誤差は、FBユニットが動作しているので
補正されなければならない。可能な一組の実行時の較正の補正をRFC 10について以下に示
す。
【０１９４】
　RFC 10に関して、以下のステップを実行することができる。
　1.　A及びD値を所望の極の配置に設定する。
　2.　FBに入力信号が結合されないようにAin=0に設定する。
　3.　RFCの伝達極が左側平面から右側平面へ交差し出力が極の配置と釣り合う周波数で
発振し始めるようにAを大きくする。
　4.　図14に示されているスペクトラムアナライザに基づき周波数を測定する。
　5.　発振周波数が伝達極の所望の配置と一致するまでDを調整する。これが完了したら
、発振の共振が見える(つまり、極がjω軸に近づく)ようにAの調整を続ける。
　6.　次いで、所望の極の配置に基づきAを所望の値にバックオフする。
【０１９５】
　ARFCに関して、以下のステップを実行することができる。
　1.　A及びD値を所望の伝達零点の配置に設定する。
　2.　FBに入力信号が結合されないようにAin=0に設定する。
　3.　RFCの伝達極が左側平面から右側平面へ交差し出力が極の配置と釣り合う周波数で
発振し始めるようにAを大きくする。
　4.　図14に示されているスペクトラムアナライザに基づき周波数を測定する。
　5.　発振周波数が伝達極の所望の配置と一致するまでDを調整する。これが完了したら
、発振の共振が見える(つまり、極がjω軸に近づく)ようにAの調整を続ける。
　6.　次いで、所望の極の配置に基づきAを所望の値にバックオフする。
【０１９６】
　この実行時の較正への修正は、図15に示されているようなパラメータコントローラブロ
ックと接続されるシンセサイザソースから周波数信号を構成するものとしてよい。そこで
、スイッチ102は、入力16における信号が入力信号又はシンセサイザ40から来るように備
えられる。これにより、D制御部を調整して、Ptotの最大応答が得られるようにすること
ができる。Ptotの最大化について、以下のセクションで説明する。スペクトラムアナライ
ザは、この場合不要であることに留意されたい。
【０１９７】
　ARFCの較正については、図15の方式を使用する必要がある。シンセサイザ40は、所望の
伝達零点の周波数の周波数成分を生成する。D及びAは、パワー出力Ptotが最小になるよう
に調整される。Ptotの最小化について、勾配探索法のセクションで説明する。
【０１９８】
(スペクトラムアナライザの実用的な実施態様)
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　FB 110は、スーパーへテロダイン受信機のアーキテクチャの一部として、又は直接サブ
サンプリングされるものとして使用することができる。いずれの場合も、ベースバンド信
号は2値化され、さらなる処理に使用される。したがって、ベースバンドでスペクトラム
アナライザの機能を実装するために追加のハードウェアを必要としない。たぶん、ベース
バンドプロセッサが、fsmpのサンプリングレートでN個のサンプルを累算することができ
る。これらのN個のサンプルの離散フーリエ変換DFTを実行すると、fsmp/Nの周波数分解能
で周波数スペクトルの測定結果が得られる。DのRFC同調の適用のため、ピークに対応する
周波数を図14に示されているコントローラ32に伝達極の共振周波数に対応する周波数の推
定値としてフィードバックすることができる。周波数の分解能をよくするために、超分解
能の方法をN個のデータサンプルの同じ集合に対して使用することができる。このような
方法は、よく知られ、公開されている。例えば、Simon Haykin著「適応フィルタ理論(Ada
ptive Filter Theory)」(McGraw Hill)を参照のこと。
【０１９９】
　図16は、FB 110、ダウンコンバージョン及びフィルタリング(スーパーへテロダイン受
信機)112、並びにベースバンド量子化器114の可能な受信機のアーキテクチャを示してい
る。処理ブロック116は、上述の検出器30の機能を実行することに加えて、FBの異なる較
正プロセスに使用される可能な出力を発生する。これらの出力は、
　{I(f),Q(f)}-ベースバンド信号の特定の周波数成分に対応する直角位相出力
を含み、
ただし、Ptotは、ベースバンド信号の全スペクトルパワーであり、Pf(f)は、周波数fにお
けるパワースペクトル密度である。
【０２００】
　図16の方式の変更態様は、ダウンコンバージョン及びフィルタリングブロック112を排
除すること、並びにADCサンプリングブロック114を高速低調波ミキサー及びサンプリング
ブロック(図示せず)で置き換えることを含むものとしてよい。
【０２０１】
(最適化方法)
　FB 110について、前に述べたようにDを変化させることによって特定の周波数f0でPf(f0
)を最大化する必要がある。このために、さまざまな方法を使用することができる。1つの
方法は、Pf(f0)の勾配を数値計算し、次いで、Dを適宜、この勾配が最大値に対応するゼ
ロになるまで変化させることである。別の方法は、図16のプロセッサ116がf0を含む周波
数範囲についてPf(f)を計算することを考慮することである。次いで、Dを、Pf(f)の最大
値がf=f0に対応するように変化させる。他の反復法も、例えば、すべて引用により本明細
書中に組み込まれている、A. Ackleh著「古典的及び現代的数値解析の理論、方法、及び
実践(Classical and modern numerical analysis theory, methods and practice)」(CRC
 press, 2010)で概要が述べられているように可能である。
【０２０２】
　ARFCに基づくFB 110について、特定の周波数f0でPf(f0)を最小化する必要があり、これ
はAとDの両方の値を最適化することを伴う。LUT_ADに基づく解は、実際の最適な点に確実
に近いと仮定されるので、勾配探索は、最速アプローチとなるであろう。このプロセスは
、A及びDの異なる値を持つ3つの動作点においてI(f0)及びQ(f0)の出力を別々にサンプリ
ングする。目的は、{A0,D0}によって表される現在の動作点における二次元勾配を決定し
、次いで、その動作点でニュートン-ラプソン(NR)反復法を適用して次の反復を求めるこ
とである。ステップは、以下のとおりである。
　1.　A0及びD0を、同期受信機のフィルタリングされた出力に対するI0及びQ0のサンプル
による現在の時刻における減衰器及び位相制御として定義する。
　2.　次に、減衰器制御部を、A1=A0+ΔAとなるようにΔAだけ高める。位相制御部は、同
じ値D1=D0である。ΔAは、減衰器の制御の「中心」に向かう方向にあることが重要である
。いずれの極値においても、制御部の感度は非常に小さくなる。次いで、受信機の出力を
サンプリングし、その結果、I1及びQ1が得られる。
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　3.　次に、位相制御部をD2=D0+ΔPとなるようにΔDだけ高める。減衰器制御部は、同じ
値A2=A0である。受信機出力を再びサンプリングし、その結果、I2及びQ2が得られる。
　4.　数値微分を
　　dI_dA=(I1-I0)/ΔA
　　dI_dD=(I2-I0)/ΔD
　　dQ_dA=(Q1-Q0)/ΔA
　　dQ_dD=(Q2-Q0)/ΔD
のように決定する。
　5.　ニュートン-ラプソン法の更新を
【数５】

のように実行する。
【０２０３】
　オプションの係数αは、0から1までの間に設定されたスケーリング係数である。関数I0
(A,D)及びQ0(A,D)は、かなり滑らかな表面を与える。したがって、NR法は、数回の反復で
すぐに収束する。
【０２０４】
　いくつかの場合において、マニホールド表面は急激に変化するか、又はNRの反復を収束
ではなく発散させる屈曲点がある。これは、初期点{A0,D0}が十分に近い場合に問題にな
らないであろう。しかし、毎回のNRの反復後に|I|と|Q|の両方又はI2+Q2をチェックして
値が減少していることを確認する。
【０２０５】
　また、最終のI2+Q2に対する公差を規定するか、又はNRの固定した反復回数を設定する
必要もある。
【０２０６】
　適宜、I及びQが利用可能でない場合、Ptot(A,D)の出力を供給する図15のパワー検出器
を使用することができる。パワー検出器の零点調整は、雑音及びバイアスの問題により収
束が遅い。LUT_ADが不正確な場合、勾配型探索の前に大域的探索が必要になる。大域的探
索は、A及びD上の単なる二次元探索である。明らかに、できる限り探索範囲を縮小するこ
とを試みる。
【０２０７】
　Ptotに基づく勾配探索は、以下のステップからなる。
　1.　A0及びD0を、G0=Ptot(A0,D0)のパワー検出器のサンプルによる現在の時刻における
減衰器及び位相制御として定義する。
　2.　次に、減衰器制御部を、A1=A0+ΔAとなるようにΔAだけ高める。遅延制御部は、同
じ値D1=D0である。ここでもまた、ΔAは、減衰器の制御の「中心」に向かう方向にあるこ
とが重要である。検出器信号G1=Ptot(A1,D1)をサンプリングする。
　3.　次に、位相制御部をD2=D0+ΔDとなるようにΔDだけ高める。減衰器制御部は、同じ
値A2=A0である。検出器信号G2=Ptot(A2,D2)をサンプリングする。
　4.　以下のように制御部を更新する。
　　A0→A1  G1＜G0且つG1＜G2の場合
　　D0→D2  G2＜G0且つG2＜G1の場合
【０２０８】
　最初に、ΔA及びΔDは中間サイズであるものとしてよい。しかし、数回反復した後、A0
及びD0はもはや変化しないと判定され、その場合ΔA及びΔDは、2倍小さくなる。これは
、ΔA及びΔDがA及びDブロックを駆動するDACの分解能程度になるまで続く。
【０２０９】
　A0及びD0への動的変化は、通過帯域の効果的な拡大として現れるか、又は通過帯域信号
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の位相/振幅雑音変調が望ましくないことに留意されたい。したがって、信号品質をその
後測定することができるようにトラッキングをフリーズするための機能があるべきである
。
【０２１０】
　次にRFCに基づくFB 110を考察するが、この場合、A及びDを変化させることによって特
定の周波数f0でPf(f0)を最大化する必要がある。すでに説明されているように、Ainは、P

f(f0)が設定された閾値に近くなるように別のループによって設定されると仮定される。A
及びDが最適化されている間、Ainは、一定レベルに保持されなければならない。したがっ
て、ステップは、以下のとおりである。
　1.　所望の中心周波数及び帯域幅に対するLUT_ADの値に応じてパラメータA及びDを設定
する。
　2.　Pf(f0)が所望のターゲットパワーレベルに達するようにAinを設定する。
　3.　Dを変化させることに基づきPf(f0)を最大化するための勾配探索法を使用する。
　4.　Pf(f0)が所望のターゲットパワーレベルに達するようにAinを再び調整する。
上述のようなパラメータを修正するために使用することができる異なるアプローチ、例え
ば、当技術分野で知られているLMS(最小二乗平均)法などがある。
【０２１１】
(フィルタブロック110を使用するアプリケーション)
(アンテナの変動する結合特性の軽減)
　前のセクションで説明されているようなRFCベースのFB 110の最適化に基づき、FB 110
を異なるいくつかの方法で使用することができる。図13は、ハンドヘルド型携帯電話など
のアプリケーションに対するアンテナ結合26の図を示している。これは、アンテナ特性に
影響を及ぼす物体にデバイスが近接近している可能性がある場合に有用であると思われる
。このような物体は、携帯電話を耳に当てているときのユーザーの頭部であり得る。問題
は、アンテナ結合が携帯電話のアンテナに関するユーザーの頭部の位置に応じて変化する
ことである。したがって、信号出力を最大化するようにパラメータA及びDを継続的に調整
することが望ましい。これは、前のセクションで概要が述べられているように勾配ベース
の最適化ステップを継続的に実行することによってなされる。
【０２１２】
(FB及び低調波サンプリングに基づく広帯域幅チャネライザ)
　多くのアプリケーションにおいて、広い周波数範囲にわたって動作することができる狭
帯域幅チャネライザに対して要件がある。FB及び低調波サンプリングブロック118とその
後処理との組み合わせは、図17に示されているような広帯域幅チャネライザを実装する手
段となる。
【０２１３】
　低調波ADCのサンプリングレートは、fsmpであり、これはチャネライザの瞬時帯域幅よ
り高いと仮定される。mを整数とするmfsmpの周波数成分が低調波ADC 118によってエイリ
アスされるときに、FB 110の帯域幅はfsmpより小さい必要がある。処理は、
【数６】

の成分が分離され、さらなる処理を受けられるようなN個の逐次的サンプルのDFTからなる
。
【０２１４】
　チャネライザは、図15に示されているようにFB内へのスイッチを通じて結合されたシン
セサイザ出力に基づき定期的に較正され得る。
【実施例】
【０２１５】
　主実施態様は、図10に示されている。この実施態様の動作は、以下のとおりである。帯
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域幅(B)、中心周波数(F)、及び利得(G)に関する所望のフィルタ応答特性は、コントロー
ラ32に伝達され、次いで、入力減衰器(Ain)28、遅延ブロック(D)12、及び減衰器(A)14に
対するパラメータを設定する。検出器30は、フィルタ出力18に基づきコントローラ32にフ
ィードバックを送り、出力Ain、D、及びAの微調整を行う。
【０２１６】
　コントローラは、図18に定義されているような2つのアルゴリズムからなる。入力は、
ブロック104内の出力Ain、D、及びAに対する粗制御を生成するために使用される一組の所
望の応答パラメータ{B,F,G}である。それに加えて、パワーセンサーからの出力を入力と
して使用する適応制御ブロック106がある。
【０２１７】
　さらに使用することが可能な多数の変更態様がある。図10に示されているコンポーネン
トは、基本的機能を提示する。これらは、さまざまな異なるコンポーネントを使用して実
装され得る。例えば、総和ブロック(SB)24は、基本受動的抵抗器コンバイナ、指向性結合
器、パワーコンバイナ、パワースプリッタ、トランジスタ利得要素に基づく能動的コンバ
イナ、集積回路などとすることができる。このコンポーネントの目的は、その出力におい
て2つの入力の線形重ね合わせを与えることである。
【０２１８】
　パワーセンサー(PS)30は、より複雑な変動性を有する。可能性の1つは、PS 30aが、ダ
イオードなどの非線形コンポーネントに基づく単純な広帯域パワー検出器であるという点
である。これは、コントローラ32に、出力信号のパワーレベルの測定結果を提供する。PS
 30aは、信号の復調に基づく狭帯域幅センサーであってもよい。これは、図19に示されて
いる。RFC 10の出力は、所望の信号から情報を抽出する信号処理ブロック116に接続され
る(つまり、これはGPS信号若しくはワイヤレス通信信号である可能性がある)。(適応制御
のためコントローラ32にフィードバックを送るために)必要なPS機能は、図19に示されて
いるように信号処理ブロック116に組み込まれる。このブロック内の処理は、帯域内信号
のパワー検出、復調された所望の信号に基づく帯域幅の測定、及びこれもまた復調された
信号に基づく中心周波数の測定を含むことができる。PS要件を満たすために必要なこの処
理は、全体的な処理に加えて増分的である。
【０２１９】
　信号処理ブロック116の代わりに、RFC 10は、事前較正済みルックアップテーブル(LUT)
に基づくコントローラ32を組み込むことができる。ここで、入力{B,F,G}は、多次元デジ
タルLUTに基づきG、A、Dパラメータ出力にマッピングされる。LUTのデジタル出力は、一
組のDAC(デジタル/アナログコンバータ)を解してG、A、Dに必要なアナログ制御に変換さ
れる。LUTは、すべての使用の前に、製造時に個別のRFCに対する較正値が書き込まれるか
、又は適応更新法に基づき調整されうる。このような技術は、数え切れないほど多く、し
かも多様であり、当技術分野でよく知られている。この実施態様は、図19に示されている
実施態様を背景状況としてそのようなLUTへの書き込み、更新、及び保持のための関連す
る知られているアルゴリズム及び方法のすべてを包含し得る。この実施態様を実装する場
合、前の較正が必要であることに留意されたい。また、LUTは、精密制御が必要になるほ
ど大きくなる可能性がある。しかし、データ補間法にも基づきこの問題を軽減する効果的
な方法がある。
【０２２０】
　図20を参照すると、別の実施態様において、SB 24を減衰器28の前に配置し、アンテナ
として実装することができることがわかるが、この2つの例が図21a及び21bに示されてい
る。フィードバックプローブ128を備えるモノポールアンテナ126が図21aに示されており
、アンテナがコイルの周りの巻線132であり、フィードバック結合が二次巻線134によって
なされる、磁性フェライトロッドアンテナ130が、図21bに示されている。
【０２２１】
　ここでは無線周波アプリケーションが説明されているが、アンテナSBの実施態様は、釣
り合っているフィードバックトランスデューサを備える光信号若しくは機械的振動に対す
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るセンサーとすることが可能である。例えば、SBは、電気信号出力を有するマイクロホン
とすることが可能である。フィードバックは、マイクロホンにフィードバックする機械的
トランスデューサであるか、又はマイクロホンに電気信号として追加され得る。後者は、
図10の回路により近く、入力信号は、従来のSBがマイクロホンの後に加えられる電気出力
を与えるマイクロホンから供給され得る。
【０２２２】
　図22を参照すると、LNA 25の前に配置されたリミッターデバイス136があり得ることが
わかる。リミッター136は、好ましくは、入力信号の瞬間振幅が与えられたレベルを超え
ないように制限するRF又はマイクロ波デバイスである。これは、LNA 25を飽和しないよう
にし、損傷から保護する。また、これは、RFC 10が不安定になって、発振するように{G,A
,D}制御が適用されるときにLNA 25内への入力を制限する。
【０２２３】
　図23を参照すると、RFC 10は、帯域通過フィルタの代わりに帯域消去フィルタが結果と
して得られるように構成され得ることがわかる。図中のRFC 10は、前に説明されているよ
うに帯域通過フィルタである。しかし、追加の遅延ブロック136は、コントローラ32から
の信号D2によって制御される入力「入力遅延」(ID)上に追加される。これは、第2の総和
ブロック24内の入力信号16の直接的経路に追加されるRFC帯域通過機能への位相シフトを
もたらす。したがって、直接的経路と組み合わされたRFC 10の帯域通過フィルタは、制御
可能なノッチ深さ、中心周波数、及び帯域幅を持つノッチフィルタを構成する。D2、G、D

1、及びAの制御部を調整することによって、このノッチは、さまざまな深さ及び幅の周波
数内のどの場所にも移動することができる。この配置構成は、反RFC又はARFCとしてすで
に参照されている。
【０２２４】
　図24を参照すると、いくつかのRFCユニット10は、複数の極又は通過帯域とともに全体
的なフィルタ配置構成を実現するために並列に接続され得ることがわかる。図24では、N
個のRFCユニット10が並列構成をとっており、それぞれ特定の周波数極を実装し、ブロッ
ク33内で組み合わされている。極は、これらが周波数において分離された個別の通過帯域
であるように配置構成され得る。これらは、図25に示されているように密集間隔で並び連
続する通過帯域を形成するようにも配置構成されうる。
【０２２５】
　図26を参照すると、いくつかのARFCユニット100は、複数の伝達零点又は帯域消去とと
もに全体的なフィルタ配置構成を実現するために直列に接続され得ることがわかる。図示
されているように、直列構成のN個のARFCユニットがあり、それぞれ周波数において特定
の伝達零点を実装する。伝達零点は、これらが周波数において分離された個別の帯域消去
フィルタ又はノッチフィルタであるように配置構成され得る。これらは、図27に示されて
いるように密集間隔で並び連続する阻止帯域を形成するようにも配置構成されうる。
【０２２６】
　前に述べたように、RFCは、図28に示されている、指向性結合器140を使用して実装され
得る。指向性結合器(DC)は、RFCの背景状況において説明される、4ポート受動回路コンポ
ーネントである。図29を参照すると、方向性結合器140を備えるRFC 10の一例が示されて
いる。示されている例では、指向性結合器140は、好ましくは、特定の結合比を有する。
ポートA 142内への信号は、出力ポートB 144に過剰損失が無視できるくらい小さい状態で
結合される。同様に、ポートC 146内への信号入力は、過剰損失が無視できるくらい小さ
い状態で出力ポートD 148に結合される。ポートA 142内への信号のわずかな割合部分が、
ポートD 148内に結合されるが、ポートC 146内には結合されない。同様に、ポートC 146
内への信号のわずかな割合部分が、ポートB 144内に結合されるが、ポートA 142内には結
合されない。AからD及びCからBへのこの結合は、DC 140の設計を通じて正確に設定するこ
とができる。DC 140は、RF及びマイクロ波回路に一般的に使用されるデバイスであり、当
技術分野で知られている。DC 140は、前に示されている総和ブロックの代わりに使用され
る。この実施態様の利点は、主信号経路から再計算ループ内への正確な量の結合を使用す
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ることができるという点である。
【０２２７】
　図30を参照すると、一実施態様において、指向性結合器140を使用することで、減衰器1
4を指向性結合器140の結合係数を修正するブロック150で置き換えることができることが
わかる。減衰器14は、1より小さい利得を有するので、結合係数修正器150は、第2の経路2
2に内に結合される信号強度を変化させることによって減衰器と同じ機能を果たすことが
でき、コントローラ32によって制御することもできる。図示されているように、結合係数
修正器150は、指向性結合器140の間に接続される遅延要素である。
【０２２８】
　図30には可変利得増幅器(VGA)25も示されており、これは入力減衰器28及び固定利得段2
5を置き換えるために使用される。VGA 25は、第1の経路20の入力と出力との間に接続され
る。VGA 25の利得は、変調器(図示せず)などを通じて、コントローラ32によって制御され
る。
【０２２９】
　図31を参照すると、DC 140を備え、共通コントローラ32によって制御される、直列に接
続された複数のRFC 10を有する多重通過帯域フィルタの実現があり得ることがわかる。図
29に示されているようなDC 140により実装されるようなRFC 10の有用な特性は、信号が、
共振器の帯域幅からずれている場合に単位利得を持つRFC 10を通過し、共振器の帯域幅の
範囲内にある場合に増幅されるという点にある。したがって、多重通過帯域配置構成は、
図31に示されているように実装することができ、その周波数応答は図32に示されている。
図31の回路の利点は、他のマルチRFC回路に比べて、コントローラ32の必要なコンポーネ
ント及び制御部が少ないという点である。
【０２３０】
　或いは、図33に示されている構造を使用して、図32に示されているような周波数応答を
持つ通過帯域フィルタを構成することができる。図33に示されている構造は、高調波を抑
制する発振器を形成するためにも使用され得る。図示されているように、多数のループ22
があり、それぞれ減衰器と遅延要素12及び14を備えている。回路は、利得段25及び複数の
並列フィードバック経路22からなる。フィードバック経路33を利得段24内に直接通す、入
力指向性結合器140を取り除くこともできることは理解されるであろう。M個のフィードバ
ック経路33があり、これらは以下でp1、p2からpMと識別される。それぞれの経路は、所望
の発振周波数のNm/2波長の電気的長さを有し、NmはNm=1,2,3,...である正の整数である。
それぞれの経路には、特定のスケーリング及び位相シフト係数を与えるように設計するこ
とができるデバイスが付随する。そのようなデバイスに対する可能な実施態様は、共振器
空洞であり、そこでは、空洞への、また空洞からの結合は、そのデバイスを通る信号経路
が所望のスケーリング及び位相シフトを有するように設計され得る。
【０２３１】
　第1の経路を考慮し、電気的長さをN1=1となるように1/2波長に制約する。したがって、
電気的長さは、このフィードバックループを通じてπラジアンである。ループ内の増幅器
の利得が-1である場合、単一のフィードバック経路を持つ回路は、πラジアンである電気
的長さに対応する周波数で発振することになる。
【０２３２】
　第1の経路を考慮し、電気的長さをN1=2となるように1波長に制約する。したがって、電
気的長さは、このフィードバックループを通じて2πラジアンである。ループ内の増幅器
の利得が1である場合、単一のフィードバック経路を持つ回路は、2πラジアンである電気
的長さに対応する周波数で発振することになる。
【０２３３】
　問題は、ループ内の能動的利得段がある程度の高調波歪みを発生することである。p1ル
ープは、発振器の高調波出力を著しく増大する意図された発振周波数の倍数の共振周波数
を有する。
【０２３４】
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　次に、2つの並列フィードバックループを有する回路を考察する。第1のフィードバック
ループは、N1=2の制約及び1のループ利得を有する。第2のフィードバックループは、N2=1
の制約及び-1のループスケーリング係数を有する。これら2つの経路の組み合わせでは、2
πからp1までの電気的長さに対応する周波数は、2πからp2までの位相も有し、発振器は
この等価周波数で動作するが、同じフィードバックネットワークはこの周波数の第2の高
調波を通さない。組み合わされたフィードバックは、この発振周波数の偶数次高調波のす
べてでゼロを有することがわかる。
【０２３５】
　N1=3、N2=2、及びN3=1としてp3を加えると仮定すると、次いで、pmのブランチのそれぞ
れの好適な利得係数があれば、第5及び第6の高調波などに加えて第2及び第3の高調波を抑
制することが可能である。
【０２３６】
　一般に、Nm=M-m+1としてM個のフィードバックループを使用した場合、0,2,3,...,M-1の
高調波は抑制される。第M次高調波は、高調波部分の問題を引き起こす最初のものである
。図33は、M個のフィードバック経路のそれぞれにおいて個別の誘電共振器を使用するこ
とに基づく実施態様を示している。誘電共振器の中への結合は、個別の経路に対する適切
なループ利得及び位相が確定されるように調整され得る。
【０２３７】
　図34を参照すると、DC 140を有するRFC 10を一方向共振器として使用することができる
ことがわかる。信号がポートB 144の出力によりポートA 142内に入力されると、RFC 10は
中に結合され、回路全体が共振帯域内で高い利得を持つ狭帯域幅共振器として振る舞う。
信号がポートA 142の出力によりポートB 144内に結合される場合、回路は低利得広帯域幅
全域通過フィルタとして振る舞う。順方向の共振帯域は、コントローラ32によりすでに説
明されているのと同じ方法で制御され得る。また、回路は線形であるので、回路が順方向
(ポートA 142からポートB 144へ)で高利得狭帯域通過特性を、逆方向(ポートB 144からポ
ートA 142へ)で低利得全域通過特性を同時にもたらすように、信号はポートA 142及びポ
ートB 144に同時に印加され得る。
【０２３８】
　或いは、図35を参照すると、指向性結合器140を有するRFCユニット10に基づく回路を設
計することができ、一方の方向に複数の通過帯域を、他方の方向に広帯域単位利得を有す
る一方向共振器を実現することがわかる。
【０２３９】
　或いは、図36を参照すると、有用な回路は、一方の方向に一組の通過帯域極を、反対方
向に別の一組の通過帯域極を備えるDC 140を有する複数のRFC 10に基づき実現することが
できることがわかる。これは、図34のそれぞれの方向において1つの極について示されて
いる。ポートA 142内に入る信号について、スループット利得は、RFC1 10によってもたら
される共振通過帯域に加えて全周波数帯域にわたって1となる。信号は、RFC2 10'の影響
を受けない。同様に、ポートB 144内に入る信号について、スループット利得は、RFC2 10
'によってもたらされる共振通過帯域に加えて全周波数帯域にわたって1となる。信号は、
RFC1 10の影響を受けない。
【０２４０】
　図37を参照すると、ARFCバージョンは、DC 140を使って実装することもできることがわ
かる。この結果、図35に示されているように狭阻止帯域周波数特性を持つフィルタが得ら
れる。ARFC 100は、D1及びD2によって制御される2つの可変遅延ユニット12を、さらにはA
によって制御される減衰器14をも使用する。制御部(A,D1,D2)の全体により、ノッチの中
心周波数、帯域幅、及び深さが制御される。図38に示されているように、DCに基づくARFC
ユニット100のカスケード接続もあり得る。これは、任意のフィルタ形状を実現できるよ
うに任意の個数の伝達零点を実装するために使用され得る。
【０２４１】
　図39を参照すると、RFCベースのノッチフィルタ、つまりARFCユニット100の直列カスケ
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ードを有し、近接位相雑音を抑制する改善された発振器を備えるシステムがあり得ること
がわかる。入力発振器154は、f0のトーン周波数を有する。2つのRFCノッチフィルタ100は
、f1=f0+Δf及びf2=f0-Δfに同調される。ノッチフィルタ100は、発振器の近接位相雑音
の有意な部分を抑制する。周波数制御は、電圧制御発振器(VCO)に対するアナログ同調電
圧又はシンセサイザベースの発振器に対するデジタル入力とすることが可能である。f1及
びf2に対するノッチフィルタは、図23のような総和ブロック又は図37のようなDC 140を有
するARFC 100の変更態様のものとしてよい。コントローラ32からの制御は、ARFC 100のDC
実施態様の場合のように図示されている。パワーセンサー30は、位相雑音及び発振器スプ
リアス成分のパワーを監視し、ARFCの制御がしかるべく調整されるように発振器の出力に
追加する。この実施態様における実用上の課題は、2つのARFCユニットに対する制御部の
設定の必要な厳格な制御である。発振器位相雑音及びスプリアス成分のさらなる抑制のた
めに、さらに多くのARFC 100を追加することができることは理解されるであろう。
【０２４２】
　図40を参照すると、RFC 10は、ドップラーレーダーの実施態様において使用できること
がわかる。連続出力ドップラーレーダーは、送信用アンテナ156を解して高純度のトーン
を送信し、受信用アンテナ160を介して送信されたトーンからの比較的小さな周波数増分
で移動するターゲット158からのリターン信号を検出する。「レーダー」という用語は一
般的に電波を暗示するが、本明細書の説明では、電磁波又は音響などの他の種類の信号も
使用できることは理解されるであろう。図示されているデバイスは、RFC 10を使用して、
周波数のドップラー偏移であるリターン信号を中心に設定する狭帯域幅フィルタを構成す
る。処理ブロック162を使用して受信信号を解析する。この変更態様が図41に示されてお
り、これは図36の双方向フィルタを使用する。ドップラーレーダーの増幅されたトーン信
号は、RFC1 10に基づきフィルタリングされ、アンテナ164に接続される。送信信号は、RF
C2 10'の影響を受けない。戻るときに、信号はRFC2 10'によってフィルタリングされ、ド
ップラーレーダー信号処理部162に渡される。RFC1 10及びRFC2 10'の中心周波数は、リタ
ーン信号のドップラー偏移により周波数がわずかにずれることに留意されたい。図40内の
回路は、リターン経路内のRFCを使用する一般的なドップラーレーダーの拡張である。図4
1内の回路は、コントローラ32によって制御される2つのRFC 10を備える双方向フィルタを
使用して、戻りの際のドップラー周波数成分を抽出する。
【０２４３】
　図42を参照すると、RFC 10は、RFCフィルタリング機能のある狭帯域幅電力増幅器とし
て使用できることがわかる。マイクロ波又はRF電力増幅器は、典型的には、中間周波数範
囲において使用されるが、瞬時帯域幅は非常に小さい。RFC 10を使用することで、電力増
幅器の利得ブロックに付随する固有雑音の多くを取り除くことができる。可能な回路構成
が、図42に示されている。前の実施態様と同様に、G,A,Dの制御部は、この実施態様では
電力増幅器の通過帯域特性を制御するRFC帯域通過フィルタの通過帯域特性を制御する。
入力ベースバンド信号は、アップコンバージョンされ、ブロック166によってプレディス
トーションが適用されて、RFC 10のその後の周波数歪みを補正する。RFC 10の出力のとこ
ろのパワーセンサー30はコントローラ32のためにフィードバックを供給し、これによりコ
ントローラ32内に入力される所望の応答に基づき、G,A,Dパラメータを制御する。
【０２４４】
　図43を参照すると、上で説明されているRFC 10及びコントローラ32は、サブサンプリン
グADCとともに受信機において使用することができることがわかる。RFCは、所望の受信信
号と釣り合う十分に狭い帯域幅を有する受信機のフロントエンドのところで帯域通過フィ
ルタリングを行う。狭帯域通過により、それぞれブロック170及び172による低調波サンプ
リング及び受信機での処理の前に追加のアンチエイリアシングフィルタリングが不要にな
ることは確実である。そのようなものとして、RFCと低調波サンプリングとの組み合わせ
で一般的に従来の受信機に付随している追加のフィルタリング及び信号利得成分が回避さ
れる。
【０２４５】
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　図44を参照すると、フィードバックを送るために、SSで表されている信号センサーブロ
ック174をRFC回路内に挿入することができることがわかる。
【０２４６】
(特性)
　RFCの制御部を調整することで、以下の特性を有することができる周波数フィルタリン
グ副回路を実現する手段が得られる。
　・　信号スループット利得は、典型的なワイヤレス通信信号の帯域幅と釣り合う比較的
狭い周波数範囲をいくつかの実施態様において-20dBから60dB超まで(例えば、-20～0dB、
-10～0dB、0～60dB、0～30dB、0～45dB、15～45dBなど)の範囲にわたって変化させること
ができる。
　・　RFCの等価なQ係数である、帯域中心周波数と帯域幅との比は、広い範囲にわたって
変化し得る。いくつかの実施態様では、この範囲は10未満から100000超までの範囲(例え
ば、10～80000、約90000、約110000、約125000、約150000など)とすることができる。し
たがって、RFCは、結果として、極端に高い周波数選択性をもたらし得る。
　・　RFCを使用することで、所望の信号帯域幅を外れた周波数のスプリアス側波帯の存
在を最小にしながら単一の主通過帯域に対するフィルタリングを行うことができる。
　・　0から60dBまでの範囲(例えば、0～30dB、0～45dB、15～45dB、など)の帯域外信号
の相対的抑制を行うことができる。
　・　回路は線形であり、したがって、動作は信号の種類及び変調に依存しない。
　・　RFCは、電子的に同調可能であり、したがって、帯域幅及び搬送周波数に関して異
なる信号条件について素早く同調させることができる。
　・　RFCは、同調可能なノッチフィルタとして動作するように構成され得る。
　・　いくつかのRFCは、並列に動作させることができ、これにより、異なる周波数の信
号を同時にフィルタリングすることができるデバイスが構成される。アプリケーションと
して、GNSS受信機が考えられ、この受信機は多数の離散帯域を同時に復調しなければなら
ない。
　・　いくつかのARFCは、複数の離散狭周波数帯域を同時に除去できるように直列で動作
するように構成され得る。
　・　RFCは、物理的に非常に小さくすることができ、外部コンポーネントの点数を最小
限度に抑えたモノリシック受信機ASICとともに組み込むことができる。したがって、RFC
は、独立したパッケージ化コンポーネントとして、又は多機能受信機ASIC上に一体化でき
るIPブロックとして、製作することができる。
　・　コントローラは、信号強度ブロックからのフィードバックを使用して、G、D、及び
Aに対する許容値を決定するのを補助することができる。
【０２４７】
　これらの特性に基づき、RFCは、瞬時信号帯域幅が搬送周波数に関して小さいマイクロ
波受信機アプリケーションにおいて使用することができる。これの例は、図45に示されて
おり、そこでは、回路は、アンテナ26、RFCユニット10、サンプルアンドホールドブロッ
ク122、ADCブロック36、及びDSP処理ブロック124を有するものとして図示されている。マ
イクロ波副回路及び信号受信機における潜在的アプリケーションの他のいくつかの例を以
下に示す。これらの例に加えて、RFC設計は、機械的振動、光、及び音響などの、他のシ
ステムでも使用され得る。当業者であれば理解するように、これは、類似の要素を本明細
書の例で説明されているもの代わりに使用することによって行うことができる。
【０２４８】
　RFCは、狭帯域幅マイクロ波帯域通過フィルタを置き換えるために使用され得る。マイ
クロ波周波数における高選択性帯域通過フィルタは、一般的にかさばる大きさであり、同
調の範囲も限定されている。RFCは、同調可能なQ及び中心周波数におけるこの実装上の問
題に対する物理的に小さくする解決策をもたらす。
【０２４９】
　RFCは、イメージ除去ミキサーの実施態様を簡素化することができる。典型的なイメー
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ジ除去ミキサーは、最大20dBまでの相対的画像帯域抑制を行うことができるが、RFCは、
最大60dBまで行うことができる。さらに、典型的なかさばるイメージ除去ミキサーが回避
される。
【０２５０】
　RFCは、周波数ホッピングレーダーシステム及び通信受信機などの多数のアプリケーシ
ョンにおいて有用な高選択性、高俊敏性のマイクロ波帯域通過フィルタを実装することが
できる。
【０２５１】
　GPSシステムの場合、GPS受信機は、帯域外干渉信号を除去するために高選択性の低雑音
のRFフロントエンドを必要とする。RFCは、最大60dBまで(例えば、40dB、50dB、45dB、60
dBなど)の帯域外信号の抑制を行うことができる。これは、標準的なヘテロダイン受信機
の開発を簡素化するが、それは、潜在的に大きな帯域外信号がRFCによって除去されてい
るためダウンコンバージョン段の線形性の要件を緩和できるからである。また、スーパー
へテロダインの場合には、RFCは、イメージ除去ミキサーに対する要件を適用されない。R
FCは、GPS受信機のゼロIFの実施態様において効果的に使用することもできる。二次非線
形性に関する典型的な問題は、RFCの高選択性によるRFCの実施態様により低減される。同
じことが、一般的なGNSS受信機についても当てはまる。
【０２５２】
　典型的な携帯電話機の受信機のような地上ワイヤレス受信機は、所望の通過帯域信号の
近くにある大きな信号から干渉を受ける傾向がある。RFCの高選択性は、これらの帯域外
信号を抑制するのに効果的である。これにより、受信機のダウンコンバージョン及びIF段
の線形性の要件が緩和され、その結果、潜在的に、受信機の実装の費用が少なくなり、ま
た消費電力も少なくて済むようになる。
【０２５３】
　典型的な周波数アジリティ又は周波数ホッピングレーダーは、意図的でない、さらには
敵対的なジャミングを受ける。その結果、高周波数選択性受信機フロントエンドが、干渉
信号を抑制するために必要になる。RFCを電子的に同調させて、非常に高い選択性を有す
る周波数ホッピングレーダー信号の瞬時信号帯域幅を完全に追跡することができる。
【０２５４】
　電波天文学などのより難解な分野において要求されるような非常に雑音の低いマイクロ
波増幅器に対してRFCの潜在的アプリケーションがある。RFCは、極低温冷却を行う必要な
く雑音指数が0.2dB程度(例えば、0.1dB、0.15dB、0.2dB、0.25dB、0.3dB、0.35dBなど)と
低い、同調可能であり、高周波数選択性を有し、極端に低雑音の増幅器の実現のためにLN
Aにより実装することが可能である。
【０２５５】
　RFCの高速電子同調性を利用すると、適応型受信機のアプリケーションの実現の機会が
得られる。出力受信機処理部からのフィードバックを都合よくRFCに戻す形でリンクし、
さまざまな形態の適応フィルタの実施態様を実現することができる。
【０２５６】
　RFCの高選択性から、標準的なスーパーへテロダイン受信機で使用される中間周波数フ
ィルタリングが必要なくなることが示唆される。次いで、ワイヤレス受信機に対する簡素
化されたアーキテクチャは、図45に示されている通りである。アンテナから受信された所
望の帯域通過信号は、RFCによって直接フィルタリングされる。次いで、RFCの出力が、サ
ンプルアンドホールドユニット(S/H)によって時間でサンプリングされる。S/Hの出力は、
その後、ADCによって量子化され、その結果のデジタル形式の出力はデジタル信号処理(DS
P)ブロックによってさらに処理される。DSPブロックは、RFCに対する制御出力も行う。
【０２５７】
(GPS及びセルラートランシーバに対するRFCのアプリケーション)
　典型的なGNSS受信機(そのGPSは一般例である)は、受信機の帯域幅が信号が受信機を通
過するときに徐々に狭められるスーパーへテロダイン構造からなる。それに加えて、フィ
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ルタリングは、帯域外干渉信号成分を抑制することに関してより高い選択性を有すること
になる。この従来技術の実施態様の一般ブロック図は、図46に示されており、それはスー
パーへテロダイン(SH)GPS受信機の一例である。
【０２５８】
　この種の受信機の集積化の実施態様の問題点は、2つの局部発振器ブロックと、さらに
はセラミック及びSAW(表面弾性波)フィルタが必要であるという点である。一般的に、こ
れらのコンポーネントを主処理チップ回路から外して実装する必要があり、そのため全体
のコスト及びサイズが増大する。それに加えて、オフチップコンポーネントを採用すると
、受信機の信頼性が低下する。
【０２５９】
　RFCに基づくGPS受信機の実施態様は、図47に示されている。GPS RF信号処理に必要なフ
ィルタリング及び利得の全体は、RFCによってもたらされ、そこでは、制御変数はパラメ
ータ制御(PCON)ブロックによって与えられる。この例示的な実施態様では、RFCの出力は
、1.57542GHzのGPS L1搬送周波数におけるRFである。これは、図示されているようにサブ
サンプリングADCによって2値化される。サンプリングレートは、典型的にはC/A符号信号
に対しては約2MHz、P符号に対しては10MHzであるGPS信号の利用される帯域幅と釣り合う
ものである。ADCの2値化された出力サンプルは、従来のGPSと同じ方法で処理される。こ
の処理の結果、ADCサンプルの大きさが測定されるだけでなく、さらに、可視的なさまざ
まな衛星からの受信GPS信号の信号対雑音比(SNR)の推定値が得られる。2値化された信号
サンプルの大きさは、RFCを通じての利得が調整されるようにPCONにフィードバックされ
る。処理済みの受信GPS信号のSNR推定値は、RFCの帯域幅及び中心周波数を調整するため
にPCONによって使用される。典型的には、これは、処理済みのGPS信号のSNRを最適化する
ことを目的としてディザリングアルゴリズムによって達成可能である。
【０２６０】
　図63は、GNSS受信機のフロントエンド回路内に実装された再生フィードバック回路のブ
ロック図である。図示されているように、GNSS受信機のフロントエンドは、GPS信号など
のGNSS信号を受信するためにRFC回路及びPCONを備えることができる。次いで、受信信号
がADC及びDSPに送信され、必要な情報が適宜抽出され利用され得る。
【０２６１】
　マルチバンドGNSS受信機は、さまざまなGNSS衛星及び潜在的にスードライト発信源から
の信号を同時に処理する。図47の回路は、図48の例示的な回路に示されているようなマル
チバンドの事例について拡張することができる。図示されているように、RFC回路は、注
目するGNSS周波数帯域のそれぞれについて用意され、そのそれぞれがPCONによって制御さ
れる。それぞれのRFC回路に付随するサブサンプリングされたADCは、サンプルの大きさの
推定値及びGNSS衛星発信源のそれぞれに付随するSNRを計算するためにDSP処理側で使用す
る2値化されたサンプルを供給する。
【０２６２】
　携帯電話に見られるような典型的なワイヤレストランシーバは、図49に示されているよ
うな回路構造に基づく。スーパーへテロダイン構造が図示されているが、当業者であれば
理解するように、他のオプションもあり得る。スーパーへテロダイン構造では、デュプレ
クサが、受信機チャネルからの送信機信号を取り除くが、これは送信機及び受信機を単一
ポートアンテナに結合する都合のよい方法ともなる。現行技術では、デュプレクサは、ワ
イヤレストランシーバの比較的大きく、また高価なコンポーネントである。LNAに入力さ
れる信号が小さく、しかもLNAの線形性の領域内にきちんと収まるように、受信機経路内
の送信信号の抑制が必要である。そうしないと、相互変調雑音が発生し、復調された信号
のSNRが低下する。
【０２６３】
　図50は、RFCに基づくワイヤレストランシーバの実施態様を示している。デュプレクサ
は図4のようにまだ必要であるが、RFCコンポーネントは送信機信号が受信機経路に入るの
を本質的に阻止する帯域の非常に狭いフィルタであるので、フィルタリング要件の厳しさ



(38) JP 2013-520135 A 2013.5.30

10

20

30

40

50

は著しく小さいことに留意されたい。したがって、図50のデュプレクサブロックは、送信
機及び受信機を単一アンテナポートに結合する都合のよい方法という以上のものである。
RFCのパラメータを設定するためにPCONが必要とするDSP処理からのフィードバック情報は
、前の方で説明したRFCに基づくGPS受信機の情報と非常によく似ていることに留意された
い。SNR及び信号サンプル振幅に関するPCONへの入力は、ワイヤレス信号復調の通常処理
の一部として計算され、したがって、PCONに対応するための追加の処理は不要である。PC
ONを制御するためのアルゴリズムは、受信信号のSNRを最大化するディザリングプロセス
であってよい。他の方法も、PCONに使用することができる。
【０２６４】
(ワイヤレス受信機におけるRFCの例示的な実施態様)
　スーパーへテロダイン(SH)受信機は、携帯電話、GPS受信機、及びワイヤレスセンサー
デバイス内に遍在的に現れる。SH受信機全体が、製造費が安く、ロバストで、理論的最適
限界に近い性能を有する混合信号ASIC上に密に集積化される。世界中の数多くの電話機製
造会社によって現在開発されている高度に複雑な多機能トランシーバに対応したモノリシ
ック集積化マルチバンドSH受信機も作製されている。
【０２６５】
　しかし、さまざまなアプリケーション向けに現在製造されているそのような受信機の莫
大な量は信じがたいほどのものである。2007年現在、世界中の住民2人に1台の携帯電話が
すでにあった。平均使用年数を2年とすると、現在毎年数十億台の速さでモバイルデバイ
スが製造されていることになる。それに加えて、GPSは、一般大衆及び軍隊によって使用
される配備済み受信機の数に関して類似の指数関数的増加率を示している。近年、RF受信
機のコストが無視できるくらいに小さくなってきたため、ワイヤレスセンサー及び遠隔測
定デバイスの分野で開発が爆発的に進んでいる。ワイヤレスセンサーのこの数が現在配備
されているモバイル及びGPS受信機の集合体の成長をまもなく妨げることになると予測さ
れる。
【０２６６】
　このように量が多いことは、ワイヤレス受信機の技術進歩によるコスト低減のインセン
ティブとなる。したがって、SHに対する競合するアーキテクチャが増大してゆく。この十
年間、ゼロIF及び近ゼロIFのアーキテクチャが広範に調査され、設計されてきており、そ
の結果、ワイヤレス受信機のさらなるコスト低減がなされている。本明細書で説明されて
いるワイヤレス受信機(RFC)は、コスト低減のさらなる潜在性を有している。いくつかの
実施態様では、RFCは、オフチップで存在する必要のある他のアーキテクチャにおいて必
要ないくつかのフィルタリングコンポーネントを不要にしている。
【０２６７】
　図51は、例示的なRFC受信機のアーキテクチャを示している。アンテナから入った信号
は、サブサンプリングADCによって2値化された出力とともにRFC内に直接送り込まれる。
次いで、2値化された出力は、所望の信号を復調するDSPプロセッサによって処理される。
フィードバックのためADCの出力(DSPへの入力)のサンプル振幅とSNRである2つの出力が用
意される。これらのフィードバックは両方とも、所望の信号復調プロセスに適用するため
に必要なDSPから容易に利用可能であり、追加の処理を構成しない。RFCを制御するために
必要なパラメータは、図51に示されているPCONブロックによって与えられる。これは、DS
Pブロックからのデジタルフィードバックを受け取り、何らかのさらなる処理を進める。P
CONの出力は、追加のDAC機能を必要としないパルス幅変調(PWM)信号内にあるものとして
よい。単純な一次ローパスフィルタは、RFCによって要求されるアナログパラメータ信号
を生成するのに十分である。
【０２６８】
　RFCの集積化は、混合信号ASIC上でモノリシックに形成することができる。可能な2チッ
プ実施態様が、図52に示されている。第1のチップは、RFC、サブサンプリングADC、及び
本質的に所望の信号の復調処理を実行するDSP処理ブロックを収納する混合信号ASICであ
る。この復調は、例えば、GPS又はCDMA信号のスペクトル拡散変調の逆拡散オペレーショ
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ンを伴うことになるであろう。DSP処理のデジタル出力は、アプリケーションを含む通信
リンクのプロトコルスタックの上位層を実行するマイクロプロセッサから利用可能である
。
【０２６９】
　混合信号ASICは、十分に安定したタイミング信号を発生するためにワイヤレス受信機に
必要な水晶振動子を除き、オフチップコンポーネントを必要としないことに留意されたい
。ASICは、単一のRFアナログ入力と一組のデジタルIO信号線とを有する。PCONから混合信
号ASICへの接続は、一組のPWMデジタル信号線であり、アナログではない。
【０２７０】
　この例示的な2チップ受信機実施態様は、標準的なものであり、RFCベースのアーキテク
チャの結果生じるハードウェアの複雑さが増すことはない。実際、RFC実装では、オフチ
ップのSAW及びセラミックフィルタが不要であるという点でASICをより簡素なものとして
いる。図53は、SH受信機に対する典型的な実施態様を示している。オフチップである必要
がある2つのBPFに留意されたい。これらは、比較的高価なコンポーネントであり、これら
のデバイスを駆動するためにASICによる信号バッファリングを必要とする。
【０２７１】
　内部ASIC回路に関して、SH実施態様は、RF LO及びIF LOに対するシンセサイザを必要と
する。これは、ダウンコンバージョンミキサーも必要とする。所望の通過帯域におけるLO
周波数スパーを回避するために慎重な設計が要求される。さらに、2つのダウンコンバー
ジョンミキサーは、本質的に非線形であり、受信機の瞬間的ダイナミックレンジを制限す
る相互変調歪みの発生源である。他方、RFCは線形であり、したがって、ダイナミックレ
ンジは潜在的に広い。
【０２７２】
　RFCは、搬送周波数において狭帯域幅信号をサンプリングすることができるサブサンプ
リングADCを必要とすることがあるが、サンプリングレートは、信号帯域幅にほぼ等しい
だけでよい。したがって、サンプリングレートは、潜在的に、SHの解決策のとは異ならな
い。したがって、所望の信号の復調にかかわるDSPは、RFC及びSHについて同じであってよ
い。しかし、ADC入力において搬送周波数が高いということは、高速サンプルアンドホー
ルド(S&H)処理ブロックをADCの前に置くことができることを暗示している。このようなS&
Hデバイスは、20GHzを超えるアナログ信号に対して現在利用可能である。したがって、6G
Hzより低いワイヤレス信号のサンプリングは、確かに実行可能である。しかし、ワイヤレ
スアプリケーションに対して十分に消費電力が低いS&H回路を実現することには難題があ
り得る。それでも、好適な低電力S&Hの問題をうまく避ける代替的解決策がある。この解
決策は、図54に示されているようなゼロIFの解決策を使用するRFCに基づく。この代替的
実施態様は、図示されているように直角位相ミキサーに信号を送る前と同じクロック信号
発生器から参照されるRF LOを必要とする。ゼロIF I及びQ直角位相チャネル出力は、デジ
タルサンプルがASICのDSPコンポーネントに渡されるベースバンドADCにより2値化される
。このアプリケーションでは、S&Hの要件は自明であることに留意されたい。
【０２７３】
　図52のS&Hを回避する別の可能な解決策は、ADCの代わりに単純な高速1ビット比較器を
使用することである。低電力要件を満たすこのようなコンポーネント設計は、容易に利用
可能である。この実施態様のブロック図は、図55に示されている。単一ビットACでは、結
果として、オーバーサンプリングとともに減少する、実効SNRの約2dBの損失が生じる。多
くのワイヤレスアプリケーションにおいて、そのような性能損失は、無視してよい結果で
ある。
【０２７４】
　いくつかの実施態様では、RFCの実施態様の結果、オフチップのフィルタリングコンポ
ーネントを回避することができるより単純な受信機ASICが得られる。RFCの動作は、ドリ
フトの問題を軽減するためにRFCパラメータを継続的に更新する必要がある場合があるた
め、従来のSH実施態様に比べていくぶん複雑なものとなり得る。しかし、典型的にはワイ
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ヤレス受信機内で実行される復調処理は、RFCを制御し、所望の信号の最適なトラッキン
グを維持するための十分な観測可能なものである信号振幅及び信号SNR測定結果を生成す
る。したがって、いくつかの実施態様では、RFCをサポートするためにさらに計算量の多
い処理は不要である。いくつかの実施態様では、PCONで必要な処理は、比較的低速であり
、マイクロプロセッサですでに実行されている処理に容易に吸収される。
【０２７５】
　いくつかの実施態様では、必要なサブサンプリングADCの実現が潜在的に複雑な作業で
あり得る。しかし、この課題は、以下によって軽減され得る。
　1.　サブサンプリングADCを備えるRFCは、他の方法では必要になるRF及びIFシンセサイ
ザを回避することができる。したがって、ASICの電力消費量及び複雑度は、このファクタ
により低減される。シンセサイザの実装に際して、一般的に、設計上の制約及び制限を解
決すること、及び課すことが困難であるオンチップ干渉問題が結果として生じることに留
意されたい。
　2.　ワイヤレス受信機アプリケーションに対する適切な性能のS&Hデバイスが現在存在
している。このアプリケーションに適した低電力S&Hの実装を妨げる物理的制限はない。
　3.　ゼロIFは、RF LOシンセサイザがS&Hの代わりに使用される実際に使える妥協である
。このような解決手段も1つの解決策であり得る。
　4.　別の解決策として、単に単純な比較器デバイスである単一ビットADCを使用するこ
とができるというものが考えられる。
【０２７６】
　前に説明されているように、RFCは、携帯電話のトランシーバの実施態様に応用される
。いくつかの実施態様では、RFCは、デュプレクサ及びSAWフィルタなどの集積回路を主ト
ランシーバに備えることが可能でない従来の電話のさまざまなコンポーネントをなくすこ
とができる。RFCは、復調されるべき所望のRFセルラー信号の帯域幅と釣り合う狭帯域通
過フィルタを備え、さらなるアナログフィルタリングの必要性がなくなる(スーパーへテ
ロダインアーキテクチャのRF及びIFフィルタリング、ゼロIFアーキテクチャのRF及びベー
スバンドフィルタリング)。RFCフィルタの出力は、RFCフィルタの帯域幅に等しいサンプ
リングレートのサブサンプリングADCに直接入力することができる。いくつかの実施態様
におけるADC出力の離散時間サンプルの出力ストリームは、DSP(デジタル信号処理)でさら
に処理され、次いで、符号化された音声/データ信号が抽出されて復調され、携帯電話の
アプリケーション層で使用される。
【０２７７】
　周波数変換に基づく従来技術の受信機設計では、適切な局部発振器(LO)信号を発生する
ために正確なシンセサイザを必要とする。これらのLOは、固定温度補償水晶発振器に由来
する。LOの小さな周波数誤差は、一般的に、アナログ部分が固定されるようにDSP処理に
おいて直接補償される。いくつかの初期の実装では、水晶発振器の周波数は、信号復調か
らのフィードバックに基づき小さな範囲(±50ppm)にわたって調整することが可能であっ
た。これは、周波数誤差が水晶発振器回路と結合されたバラクタダイオードを備える水晶
発振器の正確な周波数を制御する周波数同期ループへの入力となる復調された出力におい
て認識可能であることに基づく。
【０２７８】
　RFC実装では、パラメータとして以下のものが挙げられる。
Ain　-　入力減衰制御
A　-　可変減衰器に基づくループ利得制御
D　-　ループ遅延部又は位相シフト
【０２７９】
　これらは、RFCが、所望のセルラー信号帯域を最適な形で選択するために必要な中心周
波数、帯域幅、及びスループット利得を実現できるように設定される。例は、1.2MHzから
約5MHzの帯域幅が必要なCDMA IS2000について搬送周波数を中心とする。GSMは、約200kHz
であるが、周波数ホッピングがある。表記をわかりやすくするために、RFC帯域通過フィ
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ルタ応答の以下の3つの属性を定義することができる。
F　-　帯域通過応答の中心周波数
B　-　帯域通過応答の帯域幅
G　-　帯域通過フィルタ全体のスループット利得
【０２８０】
　これらのパラメータを設定すること(携帯電話の信号復調のため)は、高利得と高Qフィ
ルタ応答が要求されるため一般的に困難である。(この状況におけるQは、帯域通過フィル
タの中心周波数とその帯域幅との比を指す)。PCS帯域(F～1900MHz、B～1MHz)のIS 2000の
CDMA信号について、約2000のQが必要である。さらに、信号は、-120dBmと小さい可能性が
あり、アンテナとADC入力との間に100dBを超える利得が必要になる。さらに、この利得は
、ADCのダイナミックレンジ内に留まるように厳格に制御されなければならない。例えば
、4ビットADCが使用される場合、Gの振幅制御は1dBの精度で70dBの範囲でなければならな
い。
【０２８１】
　より高次のADCでは、この仕様は緩和されるが、これは、ADCの動作の消費電力を著しく
増大し、それだけでなくこのコンポーネントを集積化する費用も増加する。
【０２８２】
　RFCアーキテクチャに基づく受信機は、スーパーへテロダインアーキテクチャと同じ信
号選択性及び雑音指数性能を備えることができる。いくつかの実施態様では、RFCの利点(
携帯電話の背景状況において)は、実施態様に関する節約である。これは、従来技術の設
計に必要とされているような外部部品を必要とすることなくRFCをモノリシックに実装す
る可能性に基づく。これは、この大量生産市場における著しい節約と言い換えることがで
きる。
【０２８３】
　携帯電話を背景状況とする例示的なRFC回路は、図56に示されている。図56では、アン
テナは、送信機出力と単一ポートアンテナへの受信機入力ポートを組み合わせる手段であ
るデュプレクサに信号を送る。RFCを備えるデュプレクサは、受信機フィルタリングの多
くはRFCの一部として再生ループによって実現されるので送信機帯域と受信機帯域との間
のフィルタリング選択性に関して従来技術ほどには精密である必要はない。RFCは、再生
ループ、PCON、及びDSP処理の属性抽出コンポーネントからなる。デュプレクサの受信機
ポートの出力は、所望の信号選択するために必要なRF周波数の狭帯域フィルタリングを実
行するRFCの再生ループコンポーネント内に送り込まれる。再生ループの出力は、サブサ
ンプリングADC(Bに基づくが、Fには基づかないサンプリングレート)で2値化される。ADC
の出力サンプルは、DSPの一部として信号復調ブロック内で処理され、その結果、信号属
性抽出に有用な出力が得られる。測定された信号属性は、再生ループのAin、A、及びD制
御を生成するためにPCONによって使用される。PCONは、所望のF及びBパラメータを規定す
る携帯電話のアプリケーション層から初期入力をさらに受け取る。周波数ホッピングの場
合、Fは、アプリケーション層の処理を介して受信機によって認識される所望の信号の周
波数ホッピングシーケンスに対応するシーケンスとして解釈することができる。残りのG
属性は、アプリケーション層に認識されない現在の信号強度に依存するので、DSP処理に
よって間接的に決定される。
【０２８４】
　図62は、携帯電話のフロントエンド回路内に実装された、図56に関して説明されている
回路と同様の、再生フィードバック回路のブロック図を示している。図示されているよう
に、フロントエンドは、アンテナを介して信号の送受信を行うための再生フィードバック
回路を備える。図62では、フロントエンドは、デュプレクサ及び電力増幅器も備える。
【０２８５】
　上記の実施態様では図65に例示されているような受信機(例えば、RFC)に結合されてい
るアンテナについて説明されているけれども、いくつかの実施態様では、RFCは、図66に
示されているようなアンテナとともに使用することもできる。図66は、直列接続された増
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幅器、移相器、及び減衰器を通してアンテナに受信機信号の一部を結合して戻す標準的な
指向性結合器からなるフィードバック部を示している。本明細書全体を通して説明されて
いるように、移相器及び減衰器は、RFCの一部として制御可能である。いくつかの実施態
様では、アンテナ内に結合される制御フィードバック信号は、アンテナによって捕らえら
れる所望の入力信号と実質的に同じ位相及び振幅を有することができる。いくつかの実施
態様では、この制御されたフィードバックの結果は、周波数選択性を有する高Q共振ルー
プであるものとしてよい。受信機は、従来の受信機又は本明細書で説明されている種類の
どれかの受信機とすることができる。いずれの場合も、Q値を高めたアンテナは、RFCフロ
ントエンドであってもよい受信機によって制御可能な狭帯域幅応答をもたらす。
【０２８６】
　いくつかの実施態様では、アンテナは八木アンテナであってもよく、その結果得られる
構成は図67に示されているとおりである。上述のように、受信機は、従来の受信機又は本
明細書で説明されている種類のどれかの受信機とすることができる。
【０２８７】
　いくつかの実施態様では、アンテナは能動アンテナとすることができる。図68は、その
ような能動アンテナの一実施態様を示す。この場合、能動アンテナは増幅器を含むので、
フィードバックループ内の前の方に示されている増幅器は必要なくなる場合がある。
【０２８８】
　PCONは、携帯電話アプリケーションに必要な機能性を高めるためのさまざまな処理ブロ
ック及びアルゴリズムを備える。これらのコンポーネント及びアルゴリズムの例示的な実
施態様について以下で説明する。
【０２８９】
(PCONのアルゴリズム)
LUT(ルックアップテーブル)
　理想的には、再生ループのコンポーネントが、G、F、BがPCONによって行われる開ルー
プの計算を介してAin、A、Dに正確にマッピングされるように完全に安定している場合に
は、DSPからの補正フィードバックは不要である。この場合、G、F、Bの設定は、LUTによ
り行うことができ、LUTエントリのアドレッシングは、F、B、G入力に基づく。F及びBは、
アプリケーション層から直接来るものである。Gは、DSPブロックからそのまま来なければ
ならない。したがって、図57に例示されている手順は以下のとおりであるものとしてよい
。
　1.　F及びBはアプリケーション層によってPCONに発行される
　2.　Gは、所望の信号の信号強度の予想値に依存する公称値に設定される
　3.　PCONは、FBGを使用してLUT内のエントリのアドレスを計算する。エントリは、パラ
メータAin、A、及びDからなる。
　4.　B及びGは正確であると仮定して、所望の信号をDSP内で復調する。DSPの直接出力は
、ADC出力の信号レベルである。高すぎる場合、ADCは飽和し、低すぎる場合、ADC処理の
量子化雑音が支配的になる。したがって、信号RMS(二乗平均平方根)レベルは、あるター
ゲットレベルに近くなければならない。RMS測定結果は、Gへの適切な補正を決定するPCON
に渡される。
　5.　4をいつまでも繰り返す。
【０２９０】
　観察されたように、F及びBはPCONを通じてアプリケーション層によって設定される開ル
ープパラメータであり、G属性は、利得制御ループに基づく反復設定される。伝搬環境に
依存するこの利得制御に対する変更態様は多数ある。例えば、屋内環境は、屋外環境に比
べてかなり遅く変化し得る(例えば、都市回廊タイプの環境を通りフリーウェイを走行し
ている場合)。携帯電話は、信号変動を追跡し、どれだけ速く応答する必要があるかを判
定することができる。
【０２９１】
　Fが数ミリ秒おきに知られている疑似ランダムシーケンスに従って変化する周波数ホッ
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ピングアプリケーションでは、LUTエントリは正確であり、開ループで使用することがで
きる。つまり、GSM信号は、Fがこのような形で継続的にホッピングされる受信機によって
追跡される。次いで、さらに適応を行う時間がない可能性があるためLUTを開ループで使
用する必要がある場合がある。しかし、LUTエントリは、それぞれの周波数ホップの後に
誤差を記録することによってより長い期間にわたり適宜適応させることができる。数分の
使用で、テーブルに対してわずかな増分的な調整を行うことができる。
【０２９２】
　また、従来技術では、LUTと一緒に集積化できる温度センサーが使用される。次いで、F
、B、G属性から、さらには同じ場所にあるセンサーの温度出力から、LUTのアドレスを決
定する。
【０２９３】
　携帯電話の通常の物理層機能の一部として一般的に計算されるDSPの追加の出力は、復
調された信号の信号対雑音比(SNR)の推定値である。これは、次の基地局へハンドオフす
るかどうか、する場合にはいつかであるかを決定するために携帯電話によって使用される
。典型的には、携帯電話によって生成されるSNR推定値は基地局に戻され、それらのネッ
トワークベースの決定を円滑にする。
【０２９４】
　したがって、さらなる処理を必要とすることなくそのような生成されたSNR測定結果がP
CONに利用可能であることが仮定され得る。いくつかの実施態様では、PCONの目的は、再
生ループのAin、A、DのパラメータのディザリングによってSNRを最適化することである。
特に、再生ループの中心周波数及び帯域幅は、A及びBに対して敏感である。したがって、
目的は、SNRを最大化することによって所望の信号に対応する与えられたF及びBについてA
及びDを最適化することである。次いで、LUTを精密化するために最適化されたA及びDの値
を使用することができる。
【０２９５】
(RFCのコールドスタート)
　携帯電話アプリケーションにおけるモノリシックに集積化されたRFCの実施態様の問題
は、ロバストなコールドスタートアルゴリズムの問題である。これは、RFC回路が、最初
にオンにされ、LUTエントリは、B F GをパラメータAin、A、Dにマッピングするために十
分な精度を持たない場合である。LUTは、初期推定を設定するために使用されるが、ロバ
スト名微調整は、所望の信号を復調するために必要である。ここで、2つのモードが可能
でり、これらについて以下で説明する。第1のモードは直接的であるが、モノリシック集
積化の公差がRFCの精度要件と釣り合わない場合に成功しないことがある。
(コールドスタート-モードI-)
　前述のようにアプリケーション層からのFB入力、PCONからのGにおける公称推定、及び
温度読み取り値を使用して、LUTをアドレッシングする。RFCは、LUTのAin、A、Dパラメー
タエントリに従って設定され、信号は、復調される。Gは、生のADCサンプルのRMSに基づ
いて補正される。周波数誤差は、DSP内で決定される(FオフセットがBに関して小さい場合
のみ機能しうることに留意されたい)。次に、Bは、DSPからの推定されたSNRサンプルに基
づいて補正される。
(コールドスタート-モードII-)
　LUTが不正確すぎてAin、A、Dの設定ができない場合、以下の手順を使用することができ
る。この手順は、LUTエントリが最初に決定される工場においてさらに価値がある。所望
の信号がF及びBの周波数及び帯域幅を有すると仮定する。所望の信号は、存在する他のワ
イヤレス信号から区別する一意的な方法で符号化され、またこの符号は受信機に認識され
るので、DSPによって測定されたSNR及び周波数オフセットはLUTエントリを正確に同調す
るために使用され得ると仮定するのは妥当なことである。所望の信号が受信機に利用可能
であると仮定すると、以下の手順を実行することができる。
　1.　RFCに信号が入らないようにAinを最大減衰に設定する
　2.　Dを範囲の真ん中に任意に設定し、AをRFCの出力が発振し始めるように調整する。
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発振状態は、ADCのRMS出力が信号の存在を示すときに感知され得る。ADCサンプリング周
波数は、図56に示されているようにシンセサイザによって適切な周波数にスケーリングさ
れる水晶発振器によって設定される。この周波数はfsmp,1である。ADCの出力サンプルは
、RFC発振の周波数を決定することができるが、c1を整数とし解決できないものとすると
、fbbc+c1fsmp,1の周波数の集合として曖昧である。fsmp,2のシンセサイザによって生成
される別の周波数を考察する。未解決の周波数の集合は、fbbc+c2fsmp,2であり、c2は整
数である。fsmp,1及びfsmp,2が、適宜選択される場合(つまり、重なる高調波はない)、両
方の曖昧性集合に共通の可能な周波数が1つだけあり得る。次いで、これはRFCの周波数つ
まりfbbcである。
　3.　fbbcを測定する手段を用意し、fbbc=FとなるようにDを調整する。これの精度は、f

smp,1及びfsmp,2を生成するために使用される水晶発振器の精度に制限されることに留意
されたい。典型的には、これは、セルラー周波数においてオフセットが約10kHzになるよ
うに約10ppmである。しかし、これは、所望の信号の帯域幅の範囲内に十分入っており、
したがって、後のステップで正確に調整できるため問題にならない。
　4.　周波数がほぼ正しいようにDを設定しておいて、正弦波信号が消失するようにAを調
整する。これは、ADCからのRMSフィードバックに基づき観察される。さらに信号が消失す
るほど、帯域幅は広くなることに留意されたい(再生ループの極は、jω軸から遠ざかり左
側平面内にさらに入り込む)。帯域幅が狭すぎると、結果として、RFCの狭帯域幅フィルタ
形状及び中心周波数が最大10kHzまで外れる可能性によって減衰されるのでたぶん所望の
信号が見えなくなる。幸いなことに、この点に関するA制御の感度は、受信機ASIC設計及
びファウンドリ製造プロセスの一部として容易に確立される。したがって、RMS読み取り
値がゼロになるまでAを調整し、さらに調整して同じ方向にさらに増分し帯域幅を適宜設
定すると仮定することができる。
　5.　RFCフィルタが所望の信号に対して近似的なB及びF属性を有しているようにA及びD
が設定されているので、アンテナ信号が入るようにAinを調整する。Ainは、RMSレベルが
公称値となるまで調整される。
　6.　次いで、SNRが最大化するまで、3つの制御部A、D、及びAinすべてをディザリング
する。この最適化は、SNRを最適化目的とするA D及びAinの理想的な設定の近傍において
凸状であり、したがって、この細かい収束ステップは直截的であり、いくつかのよく知ら
れている方法によって実装され得る。最も単純な方法は、以下のように一度に1つのパラ
メータを調整することである。1)A及びDを固定し、Ainを可変にしてSNRを最大化する。2)
A及びAinを固定し、Dを可変にしてSNRを最大化する。3)Ain及びDを固定し、Aを可変にし
てSNRを最大化する。より高速な方法は、A、D、及びAinの3つの変数に関してSNRの勾配を
決定する。次いで、最大勾配方向にそってステップを実行し、繰り返す。この方法に必要
な偏微分は、小さなディザリングステップによって数値的に決定される。
　7.　最適化が完了すると、LUT内にA、Ain、Dを入れる。
【０２９６】
　別の革新的な特徴は、水晶発振器から引き出せる2つのADCサンプリング周波数を選択す
ることに基づくRFC発振の周波数の推定である。RFC発振周波数は100MHzから2GHzまでの範
囲内にあると考える。ADCのサンプリング周波数は、この例について任意に選択された2.0
17MHz及び2.013MHzである。周波数の他の対も可能である。最初に、サンプリングされた
出力の中に現れるエイリアシングされた周波数は
　　f1=mod(fin,2.017)
　　f2=mod(fin,2,013)
である。
【０２９７】
　この処理により、この一組の可能な入力周波数を
　　fin,1=f1+i2.0017
　　fin,2=f2+i2.00131
のように計算する。ただし、i及びjは整数である。これら2つの組から、1kHzの範囲内で
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普通である周波数を見つける。この1kHzの範囲は、ADC出力サンプルの1ミリ秒の観察時間
の仮定による。
【０２９８】
(SNRの推定)
　SNRの推定は、所望の信号の変調の構造に大きく依存する可能性がある。一例は、IS200
0 CDMAについてのものであり、この場合、パイロット信号は、復調され、SNRは、使用さ
れる一組のパイロット信号及び復調された有意なマルチパス成分の数に基づいて推定され
る。幸いなことに、この処理はすべて、RCに必要なSNR推定を円滑に行えるようにするた
めに必要な追加の処理コンポーネントなしで必要なCDMA信号復調の一部としてすでに実装
されている。問題の1つは、RFCのコールドスタート及びトラッキングプロセスに必要であ
る以上に長い時間定数の期間にわたって一般的に平均されることである可能性があった。
しかし、受信機において生じる可能性のある最高速の変動するマルチパスに付随する時間
定数と釣り合う数ミリ秒程度の間隔で更新されるパイロット信号の推定が利用可能である
。
【０２９９】
　これらのパイロット信号推定を組み合わせて所望のSNR計量に適切に相当する近似的計
量を得ることは容易である。
【０３００】
　WiFi、WiMAX、及び802.11の変更態様に含まれる他の変調方式は、SNRを適切に推定する
ことができる埋め込まれているパイロット信号の何らかの形態をとる。GSMでは、送信さ
れる信号バースト内のパイロットのセグメントを使用する。ワイヤレス信号においてパイ
ロット信号が使用されない場合も、SNRを推定する他の手段がある。決定フィードバック
を使用することができ、この場合、SNRを予想される(雑音のない)信号に関する信号の変
動に基づき決定する。
【０３０１】
　図58及び図59に示されているように、いくつかの実施態様では、再生フィードバック回
路の第1の経路又は第2の経路のうちの少なくとも一方は、共振器回路をさらに備えること
ができる。
【０３０２】
　図60及び図61に示されているように、いくつかの実施態様では、電力増幅器は、例えば
電気信号を送信するために電気信号を増幅することを目的として、再生フィードバック回
路の出力に接続されるか、又は再生フィードバック回路の第1の経路内で接続され得る。
【０３０３】
(追加の実施態様)
　いくつかの実施態様では、RFCは、共振器の性能を改善するためにも使用することがで
きる。共振器回路を備える典型的な狭帯域受信機が、図69に示されている。フィードバッ
クを使用し、共振器のQを著しく改善することができる。このフィードバックは、図70に
示されている。フィードバック経路の位相及び減衰が、図71に示されているようにRFCに
より制御される場合、共振応答の位置も、制御され得る。図72は、結合ポートを持つ共振
器を示している。一実施態様では、ポート付きの共振器は、導波路空洞、誘電パック共振
器、又は進行波共振器であるものとしてよい。いくつかの実施態様では、利得段はフィー
ドバック経路内にあるものとしてよく、したがって結合損失のあるループ利得は1に近い
。いくつかの実施態様では、この構成は、Qの強化を達成するのに役立ちうる。
【０３０４】
　いくつかの実施態様では、RFCは、双方向フィルタと併用することもできる。このよう
な使用例は、図73に示されている。図73の回路において、送信及び受信信号は、同じアン
テナを通過する(が、複数のアンテナを使用することも可能である)。しかし、送信信号は
、いくつかの実施態様において、サーキュレータで実現可能である、受信機ポートから分
離される。いくつかの実施態様では、サーキュレータは、制限された分離、帯域幅、及び
電力処理能力を有するフェライトデバイスに基づくものとしてよい。しかし、図73に示さ
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れている回路は、指向性結合器がそれぞれのポートに付けられている3ポート共振器を使
用してサーキュレータのと実質的に類似している機能を実現することによって性能制限の
あるサーキュレータを回避している。いくつかの実施態様では、共振器は、図73に示され
ているように約120度の分離間隔で並ぶ3つの結合ポートを持つ誘電体パックとして実装さ
れ得る。他の種類の共振器としては、例えば、「ラットレース」型マイクロストリップ回
路が挙げられる。
【０３０５】
　図73の回路では、送信電力増幅器からの送信信号の一部は、共通アンテナへの途中にあ
るサーキュレータ内に結合される。次いで、この信号は、共振器から出てRFC内に結合さ
れ、受信機に入る。RFCの出力におけるサーキュレータの結合された出力は、受信ポート
への入力のところで送信信号をキャンセルするようにRFCによって位相及び振幅について
調整されるRFCの出力と組み合わされる。アンテナからの受信信号は、送信信号と同じよ
うにして受信機の入力ポートでキャンセルされないように共振器内に異なる形で(反対方
向に伝搬するときに)結合される。この回路は、送信と受信とに関して同じ周波数で動作
する双方向又は全二重通信チャネルに対して、例えば、高出力CW(連続波)レーダーにおい
て有用であると思われる。
【０３０６】
　いくつかの実施態様では、RFCは、発振器(例えば、超安定発振器)と併用することもで
きる。このような使用例は、図74に示されている。図74の回路は、2つの結合された発振
器からなる。第1の発振器は、増幅器A、指向性結合器DC1、共振器、指向性結合器DC4、及
び移相器のループからなる。動作時に、指向性結合器DC1は、出力信号の一部を共振器内
に結合し、DC4は、移相器を介して、共振器から出た信号を増幅器に結合して戻す。いく
つかの実施態様では、移相器は、発振器周波数が共振器の共振周波数と一致するように設
定することができる。他の発振器ループは、増幅器B、DC2、共通共振器、DC3、並びに移
相器及び減衰器からなる。このフィードバックループは、RFCを構成する。動作時に、第2
の発振器のRFCは、発振器の周波数を設定する。次いで、共振器を介して第2の発振器に結
合されている、第1の発振器は、実質的に(又はいくつかの実施態様では、まったく)同じ
周波数で発振する。第2の発振器は、発振の振幅を制限し、結合されている発振器全体の
安定性を高める共振器内の高い無効エネルギーをもたらす。第1の発振器は、増幅器Aを通
じてより低い電力で動作し、それにより、RFCを備える発振器2の制限アクションの結果生
じる振幅の安定性のある低調波が得られる。
【０３０７】
　したがって、RFCは、2つのフィードバックループが共通の共振器を通過する上記の発振
器構造で使用され得る。上述のように、1つのループは、周波数制御がRFCによって行われ
る振幅制限アクションを使用するより高出力のポンプ発振器として働く。他のループは、
ループ内の利得段が増幅器の線形範囲内に十分収まる小信号レベルで動作する低出力ルー
プである。したがって、線形性の高い出力応答は、この回路で生成される。
【０３０８】
　本特許文書において、「含む」(英語で「comprising」)、「備える」(英語で「compris
ing」)という言い回しは、非限定的な意味で使用され、この言い回しが付く項目が含まれ
るが、特に言及されてはいない項目も、除外されないことを意味する。英文中で使用され
ている不定冠詞「a」(日本語で「1つ」とする場合もしない場合もある)を要素に付けてい
ても、文脈上、ただ1つの要素があることが明確に要求されていない限り、その要素の複
数が存在している可能性を除外しない。
【０３０９】
　以下の請求項は、上で特に例示され、説明されているもの、概念上同等のもの、及び明
らかに置換できるものを含むと理解されるべきである。当業者は、説明されている実施態
様のさまざまな適応及び修正形態が、請求項の範囲から逸脱することなく構成され得るこ
とを理解するであろう。例示されている実施態様は、例としてのみ記載されており、本発
明を制限するものとして解釈すべきでない。以下の請求項の範囲内において、特に例示さ
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れ説明されている以外の方法で本発明を実施することが可能であることは理解されるであ
ろう。
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【手続補正書】
【提出日】平成25年2月5日(2013.2.5)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　モノリシック集積回路であって、
　電気信号を受信するための入力と、
　該フィルタリングされていない信号を受信するための信号入力、信号出力、及び調整可
能な第1の経路の信号スケーリングブロックを有する第1の経路と、
　該信号入力と該信号出力との間の第1の経路に接続され、調整可能な遅延素子及び調整
可能な第2の経路の信号スケーリングブロックを有する、第2の経路と、
　該第1の経路内に配置され、第2の経路の入力と該第1の経路に接続された第2の経路の出
力との間に接続された、固定利得ブロックとを備え、
　該モノリシック集積回路は、
　　出力信号の特性を検出するために該信号出力に接続された検出器と、
　　フロントエンド回路の該フィルタリング及び増幅特性を制御するために該検出器によ
って検出される該特性に基づき該遅延素子、該第2の経路の信号スケーリングブロック、
及び該第1の経路の信号スケーリングブロックを調整するように接続されたコントローラ
と通信するように構成される、前記モノリシック集積回路。
【請求項２】
　携帯電話であって、
　送信/受信スイッチと、
　サブサンプリングアナログ/デジタルコンバータと、
　フィルタリングされていない信号をフィルタリングし、増幅するために、該送信/受信
スイッチと該サブサンプリングアナログ/デジタルコンバータとの間に結合されたフロン
トエンド回路であって、該フロントエンド回路が本質的に、
　　再生フィードバック回路からなり、該再生フィードバック回路が
　　　固定利得ブロックと、
　　　入力減衰制御部と、
　　　ループ利得制御部と、
　　　ループ遅延部と、
　　　該フロントエンド回路の前記フィルタリング及び増幅特性を制御するために検出器
によって測定された特性に基づき該入力減衰制御部、該ループ利得制御部、及び該ループ
遅延部を調整するように接続されたコントローラとを備える、該フロントエンド回路とを
備え、
　　少なくとも該入力減衰制御部、該ループ利得制御部、及び該ループ遅延部が、該固定
利得ブロックと同じモノリシック集積回路上に配置される、前記携帯電話。
【請求項３】
　電気信号を処理するための装置であって、
　フィルタリングされていない信号を受信するための信号入力、信号出力、及び調整可能
な第1の経路の信号スケーリングブロックを有する第1の経路と、
　該信号入力と該信号出力との間の該第1の経路に接続され、調整可能な遅延要素及び調
整可能な第2の経路の信号スケーリングブロックを有する、第2の経路と、
　該第1の経路内に配置され、第2の経路の入力と該第1の経路に接続された第2の経路の出
力との間に接続された、固定利得ブロックと、
　出力信号の特性を検出するために該信号出力に接続された検出器と、
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　フロントエンド回路の前記フィルタリング及び増幅特性を制御するために該検出器によ
って検出される該特性に基づき前記遅延又は位相シフト要素、該第2の経路の信号スケー
リングブロック、及び該第1の経路の信号スケーリングブロックを調整するように接続さ
れたコントローラとから本質的になる該フロントエンド回路を備え、
　少なくとも該遅延要素、該第2の経路の信号スケーリングブロック、及び該第1の経路の
スケーリングブロックは、該固定利得ブロックと同じモノリシック集積回路上に配置され
る、前記装置。
【請求項４】
　前記装置が、携帯電話、GNSS受信機、ワイヤレスデバイス、ワイヤレスセンサー、モノ
リシック集積化受信機回路、モノリシック集積化送信機回路、及びモノリシック集積化ト
ランシーバ回路のうちの少なくとも1つである、請求項3記載の装置。
【請求項５】
　送信/受信スイッチをさらに備え、前記フロントエンド回路が、該送信/受信スイッチに
接続される、請求項3又は4記載の装置。
【請求項６】
　前記再生フィードバック回路の前記第1の経路又は前記第2の経路のうちの少なくとも一
方が、前記再生回路に接続された共振器をさらに備える、請求項3～5のいずれか１項記載
の装置。
【請求項７】
　送信のため電気信号を増幅することを目的として、前記フロントエンド回路の前記出力
の少なくとも1つに、又は前記フロントエンド回路の前記第1の経路内で、接続されている
電力増幅器をさらに備える、請求項3～6のいずれか１項記載の装置。
【請求項８】
　前記電気信号が、デジタル情報とともに符号化される、請求項3～7のいずれか１項記載
の装置。
【請求項９】
　前記フィルタリング及び増幅特性が、前記フロントエンドの前記利得並びに入力信号を
フィルタリングするために選択された前記帯域幅及び中心周波数を含む、請求項3～8のい
ずれか１項記載の装置。
【請求項１０】
　前記第2の経路が、フィードバック経路である、請求項3～9のいずれか１項記載の装置
。
【請求項１１】
　対応するフィードバック経路に接続された複数の第1の経路をさらに備え、該第1の経路
が前記信号入力と前記信号出力との間に並列に接続される、請求項3～10のいずれか１項
記載の装置。
【請求項１２】
　前記複数の第1の経路のうちの1つ以上が、
　前記フィードバック経路から上流にある前記第1の経路に接続されているフィードフォ
ワード経路及び前記フィードバック経路から下流にある前記第1の経路に接続されている
出力と、
　該フィードフォワード経路の入力と前記フィードバックループの出力との間に接続され
ている第1の経路の遅延若しくは位相シフト要素であって、該第1の経路の遅延若しくは位
相シフト要素が調整可能であり前記コントローラに接続され、前記コントローラが該第1
の経路の遅延若しくは位相シフト要素を調整し所望の信号出力が得られるように接続され
ている、該第1の経路の遅延若しくは位相シフト要素とをさらに備える、請求項11記載の
装置。
【請求項１３】
　モノリシック集積回路であって、
　フィルタリングされていない、増幅されていない信号を受信するための入力と、
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　前記入力信号のフィルタリングされ、増幅されたバージョンを出力するための出力とを
備え、
　該モノリシック集積回路は、500より大きいQ値を持つ帯域通過周波数応答を示し、前記
帯域通過フィルタの前記中心周波数は、局部発振器を除いて所定の範囲内の複数の周波数
に調整することができる、前記モノリシック集積回路。
【請求項１４】
　装置であって、
　フロントエンド回路を備え、
　該フロントエンド回路は、モノリシック集積回路内に実装される、前記装置。
【請求項１５】
　装置であって、
　フロントエンド回路を備え、
　該フロントエンド回路が、セラミックフィルタ又はSAWを除いて実装される、前記装置
。
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